
平成３０年度 指定障害福祉サービス事業者等に対する集団指導 次第

       【共同生活援助事業】

場所：第４庁舎 ２階ホール

日時：平成３０年９月２８日（金）

１ あいさつ                        １３：３０

２ 説明

（１）指導、運営等について

（２）請求 事務 等に ついて

（３）消 防 法 等 に つ い て

（４）労働基準法等について

（５）虐 待 対 応 に つ い て

（６）相談支援の拡充について

３ 事務連絡                   

４ 終了                          １７：００



平成３０年度
障害福祉サービス事業所等集団指導
共同生活援助

川崎市健康福祉局

障害保健福祉部障害計画課
事業者指定担当、事業者指導担当
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１． 指導・監査について
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4

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（以下「障害者総合支援法」）及び関連法令等に基づいて、基本的

事項の周知徹底をすることで、支援内容の質の確保及び、介護給

付費等の支給の適正化を図ること。

１ 指導・監査について

指導の目的
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① 「川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等

に関する条例」 （平成２４年川崎市条例第６９号。以下「基準」という。）

② 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の

額の算定に関する基準」 (平成１８年厚生労働省告示第５２３号)

③ 「厚生労働大臣が定める一単位の単価」

（平成１８年厚生労働省告示第５３９号）

１ 指導・監査について

基本的な法令等

＜参考＞ 基準条例の掲載先

「らくらく」の書式ライブラリ画面①

②

③

④



１ 指導・監査について

● 集団指導

市指定事業者等に対して、指導事項等が生じた場合、適宜、指導内容に応じて集

団を選定し実施する。

● 実地指導

市指定事業者等のうち、前年度において、実地指導を実施していない指定障害者

支援施設設置者等を対象に実施する。

市指定事業者等のうち、前年度及び前々年度において、実地指導を実施していな

い指定障害福祉サービス事業者等を対象に実施する。

指導の実施

川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律指定事

業者等指導実施要綱に基づき実施

１ 指導・監査について

● 監査

市指定事業者等の自立支援給付対象サービス等の内容等について障害者総合支

援法に定める行政上の措置に該当する内容であると認められる場合若しくはその疑

いがあると認められる場合、又は自立支援給付に係る費用の請求について、不正若

しくは著しい不当が疑われる場合において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適

切な措置を採ることを主眼とする。

監査の実施

川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律指定事業

者等監査実施要綱に基づき実施
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２． 指定基準について

２ 指定基準について （人員基準）
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管理者 常勤でかつ原則として管理業務に従事する者

サービス管理責任者

利用者の数が30人以下 １以上

利用者の数が31人以上 １に、利用者の数が30を超えて30又はそ
の端数を増すごとに１を加えて得た数以上

世話人 常勤換算で、利用者の数を６で除した数以上

生活支援員

常勤換算で
障害支援区分３の利用者の数を9で除した数
障害支援区分４の利用者の数を6で除した数
障害支援区分５の利用者の数を4で除した数
障害支援区分６の利用者の数を2.5で除した数

※外部サービス利用型の場合、生活支援員の配置基準は適用されない。
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２ 指定基準について （人員基準）

管理者について

従業者及び業務の一元的な管理や従業者に規定を遵守させるための

指揮命令を行う

常勤、専従（支障がない場合は兼務可）

サービス管理責任者について

個別支援計画の作成（計画作成に関する一連の業務）

利用申込者・利用者の状況把握及び必要な支援を行うこと

従業者に対する技術的指導等やサービス利用調整等

利用者の支援に支障がない場合は兼務可能

入居定員が２０名以上の場合、できる限り専従で配置すること

勤務時間についての常勤換算の定めはないが、業務を適切に遂行で

きるよう必要な時間を確保する必要あり
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２ 指定基準について （人員基準）

● 経過措置について
新規事業所の場合、事業開始後１年間は、実務経験者であるものについては、サービス
管理責任者の研修修了の要件を満たしているものとみなす。
ただし、本経過措置は平成３１年３月３１日までの有期限であるため、平成３０年４月１日
以降に指定を受けた事業所については、平成３１年３月３１日までに限って研修要件を満た
しているものとみなす。
※みなし期間中に研修を修了しなければサービス管理責任者不在となり減算の対象となる。

実
務
経
験
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２ 指定基準について （設備基準）

設置場所
住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域

入所施設や病院の敷地内にあってはならない

事業所の
単位

1以上の共同生活住居を有する

複数の共同生活住居及びサテライト型住居についても主たる事業所から概ね30分程度で移動可能

（一体的なサービス提供に支障がない範囲）

共同生活
住居

共同生活住居は１以上のユニットを有する

配置、構造及び設備は利用者の障害特性に応じて工夫されたもの

定員

指定事業所の定員 ４人以上

共同生活住居の定員 新規に設置する場合の定員 ２人以上10人以下

既存の建物活用する場合の定員 ２人以上20人以下

ユニットの定員 ２人以上10人以下

居室の定員 １人（利用者のサービス提供上必要と認められる場合は、２人も可）

ユニット 居室の他、日常生活を営む上で必要な設備を設ける（食堂、居間、台所、風呂、トイレ、洗面所等）

居室

面積は、収納設備等を除き、7.43平方メートル以上

廊下・居間等につながる出入口があり、他の居室とは明確に区分されている。

（カーテンや簡易なパネル等で室内を区分したものは認められない）

その他
マンション等の建物に複数の共同生活住居を設置する場合における当該複数の共同生活住居の入居定員の合計数が、基準第１９７条第
４項及び第５項に規定する共同生活住居の入居定員を超える場合にあっては、マンション等の建物内の全ての住戸を共同生活住居にする
ことは認められない。
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２ 指定基準について （設備基準）

サテライト住居の概要

設置基準

・本体住居とサテライト型住居の間を概ね２０分以内で移動できる
・１の本体住居に２か所まで（本体住居の定員が４人以下の場合は１か
所まで）
※複数の共同生活住居を本体住居として、１つの建物に複数のサテライ
ト型住居を集約して設置することは認められない。

設備基準

・居室の面積 ７.４３㎡（和室であれば４.５畳）※収納設備は別途確
保する
・原則として、風呂、トイレ、洗面所、台所等日常生活を送る上で必要
な設備を設けなければならない。

定員 １人

支援の概要
・定期的な巡回（原則１日複数回）等により、日常生活上の支援を行う
・原則として３年の間に一般住居等へ移行できるよう計画的な支援を行
う
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２ 指定基準について （日中サービス支援型）

基本方針

日中サービス支援型共同生活援助の事業は、常時の支援体制を確保することにより、利用者が地域において、家庭的な環境及び地
域住民との交流の下で自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者の心身の状況及びその置かれている環
境に応じて共同生活住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助を適切かつ効果的に行うものでな
ければならない。

事業所の
単位

1以上の共同生活住居を有する

共同生活
住居

共同生活住居は１以上のユニットを有する

配置、構造及び設備は利用者の障害特性に応じて工夫されたもの

※マンション等の建物に複数の共同生活住居を設置する場合における当該複数の共同生活住居の入居定員の合計数が、基準第１９
７条第４項及び第５項に規定する共同生活住居の入居定員を超える場合にあっては、マンション等の建物内の全ての住戸を共同生
活住居にすることは認められない。

定員

指定事業所の定員 ４人以上

共同生活住居の定員 ２人以上10人以下（既存の建物活用する場合の定員 ２人以上20人以下）

※構造上、共同生活住居ごとの独立性が確保されており、利用者の支援に支障がない場合は、１の建物に複数の共同生活住居を設
けることができる。この場合において、１の建物の入居定員の合計は２０人以下とする。

ユニットの定員 ２人以上10人以下

居室の定員 １人（利用者のサービス提供上必要と認められる場合は、２人も可）

ユニット 居室の他、日常生活を営む上で必要な設備を設ける（食堂、居間、台所、風呂、トイレ、洗面所等）

居室
面積は、収納設備等を除き、7.43平方メートル以上

廊下・居間等につながる出入口があり、他の居室とは明確に区分されている。（カーテンや簡易なパネル等で室内を区分したものは認
められない）

運営

日中サービス支援型指定共同生活援助と同時に指定短期入所（併設型又は単独型に限る。）を行うものとする。

常時１人以上の従業者を介護又は家事等に従事させなければならない。

協議会等に対して定期的に事業の実施状況等を報告し、協議会等による評価を受けるとともに、協議会等から必要な要望、助言等を
聴く機会を設けなければならない。

２ 指定基準について

自立生活援助
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１．基本方針

○指定自立生活援助の事業は、利用者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、定期的な巡回又

は随時の通報を受けて行う訪問、当該利用者からの相談対応等により、当該利用者の状況を把握し、必要な情報の提供及び助

言その他の必要な支援が、保健、医療、福祉、就労支援、教育等の関係機関との密接な連携の下で、当該利用者の意向、適性、

障害の特性その他の状況及びその置かれている環境に応じて、適切かつ効果的に行われるものでなければならない。

２．人員基準

３．実施主体

○指定自立生活援助は、指定障害福祉サービス事業者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、宿泊型自立訓練又は共

同生活援助の事業を行う者に限る。）、指定障害者支援施設又は指定相談支援事業者（法第51条の22第１項に規定する指定相

談支援事業者をいう。）でなければならない。

４．支援内容

○指定自立生活援助事業者は、おおむね週に１回以上、利用者の居宅を訪問することにより、当該利用者の心身の状況、その置

かれている環境及び日常生活全般の状況等の把握を行い、必要な情報の提供及び助言並びに相談、指定障害福祉サービス事

業者等、医療機関等との連絡調整その他の障害者が地域における自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な援助を

行わなければならない。また、利用者からの通報があった場合には、速やかに当該利用者の居宅への訪問等による状況把握を

行わなければならない。

従業者

地域生活支援員
・自立生活援助事業所ごとに、１人以上
利用者数が２５人又はその端数を増すごとに１人

サービス管理責任者
・利用者数が３０人以下：１人以上
・利用者数が３１人以上：１人に、利用者数が３０人を超えて又はその端数を増すごとに１人を加え
て得た数以上

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼務可）

（参考）



３． 実地指導の事例から

３ 運営について

実地指導で特に指摘の多い事項

① 契約書・重要事項説明書・運営規程

② 個別支援計画の作成及び交付

③ 請求・加算関係

④ 虐待・身体拘束

⑤ 苦情受付体制・苦情対応

⑥ 預かり金品
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３ 実地指導の事例から

① 契約書・重説・運営規程の主な指摘事項

• 記載誤り（共同生活介護、ケアホーム、運営規定、障害者自立支援法 など）

• 利用者署名欄に署名押印がない、住所の記入モレ、日にち記入モレ

• 成年後見人等の本人確認（後見登記事項証明書等による確認）を行っていない、

および、代理行為目録の確認を行っていない。

• 契約書を交付していない。

• 契約書・重説・運営規程のそれぞれで記載している内容が異なる。（営業日につい

ての記載が運営規程と重説とで一致しない）

など

３ 実地指導の事例から

② 個別支援計画の主な指摘事項

【アセスメント】

・サービス管理責任者以外の者がアセスメントを実施して
いる。
・個別支援計画作成後にアセスメントを行っている。
・計画見直しの検討の際、アセスメントを行っていない。

【原案作成・会議の開催】

・サービス管理責任者以外の者が、計画の原案を作成してい
る。

・計画書に利用者及びその家族の生活についての意向が記
載されていない。
・計画書に目標及びその達成時期が記載されていない。

・計画作成会議が実施されていない。会議の記録が残されて
いない。

【モニタリング・見直し】

・モニタリングが行われていない。モニタリングの記録が残さ
れていない。
・サービス管理責任者以外の者がモニタリングを行っている。
・少なくとも6 月に一回以上の見直しが行われていない。

【説明・同意・交付】

・サービス管理責任者以外の者が説明を行っている。

・利用者や家族の同意がない、計画書の様式に同意（署
名）欄がない。
・計画作成日から3 ヶ月～1 年後に説明し、同意を得ている。



アセスメント

•サービス管理責任者は、計画作成に当たり、適切な方法により、利用者について、アセスメントを行い、適切な
支援内容の検討を行う。

•アセスメントは利用者に面接して行う。

原案作成

•サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及びその家族の意向、総合
的な支援方針、生活全般の質を向上させるための課題、目標及びその達成時期、サービスを提供する上での
留意事項等を記載した計画の原案を作成する。

•サービス管理責任者は、他の福祉サービス等との連携も含めたものとなるよう努めなければならない。

会議の

開催

•サービス管理責任者は、計画作成に係る会議を開催し、計画の原案について意見を求める。
•会議は利用者に対するサービス提供にあたる担当者等を招集して行う。

交付

•サービス管理責任者は、計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者
の同意を得なければならない。

•計画を作成した際には、利用者に交付しなければならない。

３

個別支援計画作成の流れ

実地指導の事例から

３

モニタリング

•サービス管理責任者は、計画作成後、計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセス
メントを含む）を行う。 ⇒ モニタリングの実施

•モニタリングにあたっては、利用者及びその家族等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情
がない限り、次の方法により行う。 ① 定期的に利用者に面接 ② モニタリング結果を記録

見直し

•サービス管理責任者は、少なくとも６月に１回以上、計画の見直しを行い、必要に応じ
て計画の変更を行う。

個別支援計画作成の流れ

基準上の個別支援計画作成の流れ等については、以下掲載先に、より詳細な説明資料および計画書の

参考様式等がアップされていますのでご活用ください。

＜掲載先＞

「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「３ 川崎市からのお知らせ」⇒「１２ 事業者指導関係」⇒「１ 基準

条例等」⇒「2017/05/26付け」

実地指導の事例から



３

計画の説明・同意及び交付について

個別支援計画の原案の内容について、利用者又はその家族に対して説明し、文書

により利用者の同意を得なければなりません。

個別支援計画には、利用者等への説明、同意、交付日等が確認できるよう、次の

ような記載をすることをお勧めします。なお、利用者等への説明はサービス管理責任

者が行う必要があります。

【 例 】

個別支援計画

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上記計画について説明を受け、同意し、交付を受けました。

○年○月○日 利用者氏名 ○○ ○○ 印

説明者 ○○ ○○ 印

実地指導の事例から

３

③ 請求・加算関係の主な指摘事項

• 夜間支援体制加算の要件を満たしていない

• 福祉専門職員配置等加算の要件を満たしていない。

【夜間支援体制加算Ⅰ】

・夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、各種要件を満たしている場合に算定可能。

各種要件の中でも、「夜間支援の内容を、個々の利用者ごとに個別支援計画に位置づける」という要件を満たしていない

例が散見される。（個別の計画内容になっておらず、画一的な内容は不可。）

例） 「必要な夜間支援を行います」のような文言のみでは不可。

「夜勤」と「宿直」の別については、労働基準法等の規程に沿った運用をすること。

【夜間支援体制加算Ⅲ】

・夜間及び深夜の時間帯を通じて、必要な防災体制又は利用者に病状の急変その他の緊急の事態が生じた時に、利用者

の呼び出し等に速やかに対応できるよう、常時の連絡体制を確保し、各種要件を満たしている場合に算定可能。

「緊急時の連絡先や連絡方法については、運営規程に定めるとともに共同生活住居内の見やすい場所に掲示する必要が

あること」という要件を満たしていない例が散見される。

実地指導の事例から



３

④ 虐待・身体拘束についての主な指摘事項

• 虐待防止のための措置が講じられていない。

【虐待防止のための措置】

① 虐待防止に関する責任者の設置
② 成年後見制度の利用支援
③ 苦情解決体制の整備
④ 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計

画など）

「虐待防止のための措置」とは上記①～④を運営規程に定めたうえで、実行していくこと。

＜参考＞

「虐待の防止のための措置」については、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」において、
障害者虐待を未然に防止するための対策及び虐待が発生した場合の対応について規定しているところであるが、より実効
性を担保する観点から、障害福祉サービス事業者においても、利用者に対する虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応
が図られるための必要な措置を講じることが基準条例上求められている。

実地指導の事例から

３

⑤ 苦情受付体制・苦情対応についての主な指摘事項

• 苦情対応について必要な措置が講じられていない。

【苦情対応について必要な措置】

① 相談窓口の設置
：苦情受付、相談受付窓口としての連絡先、担当者の明確化および設置

② 苦情解決の体制及び手順等の明確化
：どのメンバーで、どのような手順を経て苦情解決にあたるのかということの明確化

実地指導の事例から



３

⑥ 預かり金品についての主な指摘事項

実地指導の事例から

• 預かりに関する内部規程を作成していない、運用に齟齬あり。

• 預かり証を発行していない。

• レシート等、支出を証明できるものを保管していない。

• 出納帳残高と実際の現金残高が一致していない。

３ 実地指導の事例から

預かり金品等に関する通知等

利用者の金印、預貯金証書、印鑑等を福祉サービスを提供するうえで必要最小
限、やむをえず預かる場合は、その取扱いに関する内部規程を整備すること。
※ 必要な場合は、成年後見制度の活用について勧奨すること。

内部規程においては、同規程を実施するのに必要な組織体制、特に各職員の
事務と権限について明記すること。
内部牽制が機能する体制となるよう十分留意すること。

（平成２３年６月３０日福監第１７１号 神奈川県保健福祉局通知）

責任者及び補助者が選定され、印鑑と通帳が別々に保管されていること。

適切な管理がおこなわれていることの確認が複数の者により常に行える体制で
出納事務が行われること。

預かり金の払い出し時には利用者から払い出し依頼証及び領収証を徴収してい
ること。利用者から受領印を徴することが困難な場合には複数の職員立会のも
と授受がなされること。
預かり金の支出残高を定期的に利用者（家族等）に報告すること。

（平成１８年１２月６日障発第１２０６００２号 厚生労働省通知）



３

利用者から徴収できる費用について

実地指導の事例から

• 「共益費」、「雑費」、「お世話料」、「管理協力費」、「施設利用補償金」等のような、

あやふやな名目で費用徴収している。

• 実費相当額から大幅にかけ離れた金額で費用徴収している。また、実費相当額と

の差額の清算を行っていない。

【ＧＨで徴収可能な費目】

１．食材料費 ２．家賃 ３．光熱水費 ４．日用品費

５．指定共同生活援助において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活において

も通常必要となるものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と

認められるもの（以下、「５．その他の日常生活費」と表記。）

※ 上記の費用については、実費相当額の範囲内で行われるべきものです。

（実費相当額以上を徴収している場合は、清算するようにしてください）

※ 「５．その他の日常生活費」の詳細は、「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」

（平成１８年１２月６日障発第１２０６００２号 厚生労働省通知） を御参照ください。

３ 実地指導の事例から

【費用徴収に際して】

費用の種類及びその額については運営規程に定めておくこと

契約時や内容の変更の際に利用者に説明し、同意を得ること

当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った支給決定障害者に対し交付

すること



３ 実地指導の事例から

● 監査実施の実例（平成２９年度から）

過去の実地指導監査結果から

31

区分 共同生活援助 児童発達支援・放課後等デイサービス
福祉型児童発達支援センター・保育所等

訪問支援・児童発達支援

結果

・ 管理者は、平成２８年１月から平
成２９年９月に至るまで、指定事業
所内で入居者１４名から合計９，８
５５，３８２円を横領していた。

・ 児童発達支援管理責任者が一切勤務し
ていない月がある等の状況から、常勤専従
の児童発達支援管理責任者を配置していな
いにもかかわらず、児童発達支援管理責任
者欠如減算を行わず、障害児通所給付費を
不正に請求、受領していた。
・ 監査において、実際には勤務実態のない
児童発達支援管理責任者が、勤務している
という勤務実績を提出し、虚偽の報告を行っ
た、等。

・ 配置が必須の児童発達支援管理責任
者が退職し不在であったにもかかわらず、
その届出をせず、かつ、児童発達支援計
画の作成者の欄に退職した児童発達支援
管理責任者名の印を押印するなどし、平成
２９年４月から平成３０年２月までの期間に
ついて、児童発達支援給付費等を不正に
請求し、受領していた。

行政
処分

・ 障害者総合支援法第５０条第１
項第２号に該当するため、平成３０
年４月１日から指定の全部の効力
を３月停止する処分を行った。

・ 児童福祉法法第２１条の５の２４第１項第
５号、第６号及び第１０号に該当するため、
指定の全部の効力を６月停止する処分を
行った。

児童福祉法第２１条の５の２４第１項第５号
に該当するため、指定の全部の効力を３月
停止する処分を行った。

４．必要な届出について



４ 必要な届出について

変更の届出

届け出ている内容に変更が生じた場合、変更の日から１０日以内に届け出る必要があります。

※事業所の定員増・移転、共同生活住居（サテライト住居を含む）の追加・転

居、事業所内の定員の再編を行う場合は、人員基準等を確認するために、

前月１５日までに届け出る必要があります。届出の際は、必ず事前に御相

談ください。

各種加算・減算に変更がある場合

「介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書」を提出する必要があります。

○ 加算の算定の場合

算定を開始する月の前月１５日までに提出をする必要があります。
※福祉・介護職員処遇改善（特別）加算を算定する場合は、「福祉・介護職員処遇改善（特別）加算届出書」

を算定する月の前々月末までに提出する必要があります。

○ 加算の要件を満たさない場合

要件を満たさなくなった日から算定できませんので、速やかに届出をする必要があります。

４ 必要な届出について

廃止・休止の届出

変更（廃止・休止）の届出 資料等掲載先

・廃止、休止の場合 ⇒ 廃止、休止の１か月前までに提出

・再開の場合 ⇒ 人員基準を確認する為に、前月１５日までに届出

※ 必ず事前に御相談ください。

※ 詳細は以下の掲載先を御参照ください。

必要書類は以下を御確認ください。

https://www.rakuraku.or.jp/shienhi/liblary/L_Result.asp?category=133&topid=3

（「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知ら

せ」 ⇒「 ５．変更（休止・廃止）の届出」⇒「１．障害者総合支援法に基づく事業所、施

設」）



４ 必要な届出について

● 事故報告について

サービス提供中に事故が発生した場合には、当該利用者の家族、川崎市、各区役所

等に連絡をとり、必要な措置を講じる必要があります。

● 根拠

基準第２００条、第２００条の１１、及び第２００条の２２で準用する第４１条

● 報告先

● 様式等について

「事故報告書様式」および事故報告の手順等について定めた「事故報告取扱要領」に

つきましては、以下掲載先からご確認ください。

「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知らせ」

⇒「10. 各種様式（請求・事故報告関連）」⇒「１．共通」⇒「２０１７／０３／２３付」

報告先 事故内容

川崎市 １ 通院を要する怪我、２ 死亡、３ 骨折、４ 誤嚥、５ 食中毒、６ 感染症
７ 所在不明、８ 職員の法令違反・不祥事、８ その他必要と認められる事故

各区役所 上記の内容を、支給決定を行った市町村に報告

５．その他

36



５ その他

不正事案の発生防止を目的とし、事業運営の適正化を図るための体制の整備を

事業者に対して求めるものです。具体的には以下のとおりです。

「法令遵守責任者」を定める

「法令遵守規定」を整備

「業務執行の状況の監査」を実施

事業所等職員の法令遵守を確保するための責任者
全事業者が対象

法令遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を
記載したもの
事業所数が２０以上の事業者が対象

外部監査等を実施するもの
事業所数が１００以上の事業者が対象

◆ より詳しい内容は、以下に資料を掲載しておりますのでご確認ください。
「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知らせ」⇒「１１．業務管理体制の整備に関するお知らせ」

（業務管理体制の整備に関する届出について）

５ その他

各種研修や制度改正等に関する情報はインターネットサイト「障害福祉情報サービスかながわ」

に掲載するとともに、同サイトにご登録頂いているアドレス宛に、メールを送信することで周知を

図っております。

同サイトにメールアドレス登録がまだお済みで無い場合、または、登録の状況が「仮登録」の場

合はメールが送信されません。以下記載の場所に掲載されている手順等をご確認いただき、早

急にご登録をお願い致します。

（らくらくへのメールアドレス登録について）

＜メールアドレス登録に関する手順の掲載先＞

・「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「１０．利用マニュアル・振興会からの
お知らせ等」⇒「操作マニュアル」⇒「2013/06/18付け」

＜問合せ先＞
・社団法人かながわ福祉サービス振興会情報活用課 ＩＤ・パスワード担当

電話：045-680-5686

重要なお知らせ等の配信について



・請求事務について

障 害 計 画 課 給 付 係

平成３０年９月２７日（木）

1

共通・一般的事項

2



神奈川県・川崎市の支払システム概要図

全国標準システム

川崎市
市内事業者

神奈川県

請求情報（地域生活支援事業、
市単独加算）

請求情報（介護給付費等）

審査結果

審査結果

事業者情報
登録（県域）

事業者情報登録
（伝送通信ソフト）

支給決定情報
＜伝送通信ソフト＞

支給決定情報
（地域生活支援
事業、市単加算）

承認用データ表示・
審査承認

承認用データ表示・
審査承認

請求（承認）リスト配信

基準額登録

請求情報連携

かながわシステム

事業所等登録システム
（かながわシステム事業者等登録システム部分）

（神奈川県国民健康保険団体連合会）

介護給付費等支払システム

インターネット

基準額登録

光回線

指定申請・変更届出・加算届出

標準システム連携データ（ＩＦに準拠した事業者情報ＣＳＶ）

事業者情報登録

事業者情報提供シ
ステム（障害福祉
サービスかながわ）

ＷＡＭ－ＮＥＴ

3

光回線

光回線

光回線 光回線

インターネット

全国標準システムとかながわシステムの比較
全国標準システム かながわシステム

請求内容 法定給付費 市単独加算、地域生活支援事業

請求期間 毎月１～１０日 毎月１～１０日（最終日は１７時まで）

請求期間内のエラーチェック 毎月５～９日の間に２回仮審査がある
請求期間内は毎晩チェックがかかり、翌日には結果が確

認できる

同一請求期間内に請求情報
を複数回送信（登録）した場合

【先勝ち】
最初に送信した請求情報が残り、後から送信した

請求情報は受付けられずに、重複エラーとなる。
⇒Ａさん，Ｂさん，Ｃさんの請求情報を送信した後に、
Ａさん（修正），Ｂさん，Ｃさん，Ｄさんの請求情報を
送信した場合、Ｄさんの請求情報のみ受付けられ、
Ａさん（修正）、Ｂさん、Ｃさんの請求情報は重複エ
ラーにより受付けられない。

【上書き】
後から登録した情報に上書きされる。
⇒Ａさん，Ｂさん，Ｃさんの請求情報を登録した後にＤさん

の請求情報を登録した場合、Ｄさんの請求情報のみ登録さ
れ、Ａさん，Ｂさん，Ｃさんの請求情報は消えてしまう。

エラー等
アルファベット２文字＋算用数字２桁
例）ＥＧ３１、ＰＰ１９

算用数字４桁
例）９５６２、９５６０

4



報酬の基準
〇 国本体報酬及び加算の基準

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の
算定に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５２３号）⇒ 【報酬
告示】

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の
算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８年１０
月３１日障発第１０３１００１号） ⇒ 【留意事項通知】

〇 市単独加算の基準

川崎市障害者共同生活援助運営費支弁基準

⇒ 【支弁基準】

国基本報酬

国加算

市加算

＜報酬のイメージ＞

過誤申立・請求取下について①

過誤取消とは、既に承認済みの請求を取消すことです。

請求取下とは、当月の請求（未承認）を取消すことです。

過誤申立と請求取下は用紙を分けて作成してください。

過誤は３日まで、取下は２０日までに申立ててください。

件数が大量(30件以上)にある場合はあらかじめ御連絡ください。
「全国システムの請求」又は「かながわシステムの請求のみ」に必ず
チェックを入れてください。

過誤申立をした場合は処理月にできるだけ再請求してください。

「全国システム」の過誤・取下の場合は「かながわシステム」も併せて過
誤・取下されますので、御注意ください。

過誤申立書様式は「障害福祉情報サービスかながわ」＞「書式ライブラ

リ」＞「３．川崎市からのお知らせ」＞「１０．各種様式」＞ ＞ 「 ２．請
求等に関する様式」＞ 「 2018/07/11付け『過誤申立書（30年08
月受付分以降版』」を御参照ください。

6



過誤申立・請求取下について②

過誤申立により起きること

過誤申立により承認された請求は、その全てが取り消されます。

過誤申立により８月請求分が取り消され「-30,000円」となり、過誤を申
し立てた８月請求分を正しい請求額である「27,000円」で再請求することに
より、見かけ上誤った加算分が差し引かれた金額が支払われます。

⇒過誤申立は、誤請求部分のみを減じるものではありません。

7

注意事項

８月請求分 ９月請求分

①請求額 30,000円 誤った加算を算
定⇒30,000円
ではなく、
27,000円が正
しい。

27,000円+27,000円
②過誤申立額 30,000円

支払額
（①－②）

30,000円 24,000円

過誤申立・請求取下について③

再請求の必要性：同じ状況で、再請求をしなかった場合

過誤申立を行った金額よりも、９月請求分の金額が低いため、過誤申
立額の相殺ができません。

この場合、国保連より差額（－3,000円）について、納付書を用いて納め
るよう連絡があります。（期限は翌月事業所支払日（15日）の前々日）
⇒再請求について留意することと、大量の過誤申立については

⇒予め当課までご相談ください。
8

注意事項

８月請求分 ９月請求分

①請求額 30,000円 誤った加算を算
定⇒30,000円
ではなく、
27,000円が正
しい。

27,000円
②過誤申立額 30,000円

支払額
（①－②）

30,000円 -3,000円



過誤申立・請求取下の申立方法について

これまで過誤申立・請求取下の受付方法はFAXとしてきましたが、今年
度12月より電子申請(ネット窓口かわさき)による受付へと、運用を変更い
たします。

なお、FAXによる受付並行期間等は以下のとおりです。
並行受付期間

平成30年11月30日まで ⇒FAXと電子申請どちらでも申立可能です。
※どちらか一方のみで申立てください。

電子申請のみの受付

平成30年12月1日から ⇒電子申請のみの受付といたします。

※電子申請を行う上での手続き方法等は、以下のサイトに掲載しており
ます。

「障害福祉情報サービスかながわ」＞「書式ライブラリ」＞「３．川崎市からのお知
らせ」＞「１０．各種様式」＞ 「 ２．請求等に関する様式」

＞ 2018/07/11「ネット窓口かわさき登録案内」
ただし、市外事業所についてはFAXによる受付も継続いたします。 9

サービス提供実績記録票提出について

提出いただくのは実績記録票の写し（コピー）です（原本は他の請求書
類と併せて事業所で５年間、保存してください）。請求書、明細書、鑑文
等は不要です（保管場所の都合上、明らかに原本でない場合等は破棄
させていただきます）。

毎月１１日必着（１１日が閉庁日の場合は翌開庁日）で障害計画課へ提
出してください。

サービス提供毎に、その都度、受給者の確認が必要な書類です。

審査においては実績記録票（紙）を正として取扱います。

御提出の際は、事業所番号ごと、受給者証番号順にしてください。

本市が作成した様式を使用してください。

その他、留意事項、お願い等は「障害福祉情報サービスかながわ」＞

「書式ライブラリ」＞「３．川崎市からのお知らせ」＞「１０．各種様式」＞
＞ 「 ２．請求等に関する様式」＞ 「 2018/06/14付け『サービス提供
実績記録票について』」を御参照ください。

10



共同生活援助について

11

共同生活援助とは

「共同生活援助」とは、障害者につき、主として夜間において、共同生活を営む
べき住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援
助を行うことをいう

【対象者】

障害者（身体障害者にあたっては、６５歳未満の者又は６５歳に達する日の前日までに障
害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限る）
※「これに準ずる者」・・・地域活動支援センターの利用、身体障害者手帳の交付、障害基礎年金の受給等

対象者 ⇒ 報酬告示、留意事項通知
障害支援区分 ⇒ 介護給付費等に係る支給決定事務等について（厚生労働省発出）

12

【障害支援区分】

介護の提供を受けることを希望する者は認定が必要。なお、本人の希望のみによって認
定の要否を判断するものではなく、障害の種類及び程度その他の心身の状況等を勘案し
て判断する。（体験利用の場合も同様。）

参考



サービス種類 利用可否

身体介護 × 生活支援員が行うべき支援ですので、利用できません。

家事援助 × 世話人が行うべき支援ですので、利用できません。

通院等介助 △

次の要件を満たす場合、２回／月を限度に利用できる場合があります。
① 障害支援区分１以上
② 共同生活援助計画に位置付けられていること
③ 慢性の疾病等で医師の指示により定期的な通院が必要である
④ 区が特に必要と認めること
※ 障害に起因する通院は、入居前から想定されるものであるため、対象外です

重度訪問介護 △

身体介護と同様に原則利用できませんが、次の要件を満たす場合、身体介護に係る内容について利用できる場合があ
ります。ただし、利用した日については、基本報酬が減算されます。（個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例）
① 障害支援区分４以上
② 重度訪問介護、行動援護又は同行援護の対象者であること（支給決定の有無ではない）
③ 共同生活援助計画に位置付けられていること
④ 区が特に必要と認めること
※ この取り扱いは平成３３年３月３１日までの経過措置であることに注意
※ 外部サービス利用型共同生活援助は不可

移動系サービス 〇
共同生活援助は移動の支援を含まないため、利用可能です。
（重度訪問介護（移動）、行動援護、同行援護、移動支援等）
※ 当該サービスを利用した日は、土日等日中支援加算（市単）の算定はできません

短期入所 × 居住系サービスは併用できません。

他サービスの利用について

共同生活援助利用者は、住居内での日常的な支援を行うサービスです。そのた
め、日中活動系サービス以外のサービスは原則、利用することはできません。

ただし、次のような例外がありますので、必要な場合は区役所へ御相談ください。

13

法定報酬・加算

14



共同生活援助サービス費（１）（介護サービス包括型）
共同生活住居に入居する障害者に対して、指定共同生活援助を行った場合に、所定単
位数を算定します。

サービスコードのサービス内容略称が「生活援助Ⅰ６・大１・未計画」の場合
⇒ それぞれ、共同生活援助サービス費（本体報酬）、Ⅰ型（４：１）、障害支援区分６、
大規模減算、共同生活援助計画（個別支援計画）未作成減算、を意味します。

参考

15

所定単位数は、「前年度の平均利用者数に対する世話人の員数」及び「利用者の障害
支援区分」に応じて決まります。そのため、基本的には当該年度で変動することはあり
ません。

ただし、定員又は世話人の人員の増減、利用者の障害支援区分の変更により変動する
ことはあります。（前者については要体制届、後者については受給者証を要確認。）
入院や外泊をしたときは算定できません。（出発日及び帰着日を除く。別途加算あり。）

体験利用を受け入れた場合は、Ⅳ型を算定します。なお、体験利用は、連続３０日以内
かつ年間５０日以内が限度です。

【特例】個人単位で居宅介護等を利用する利用者（平成３３年３月３１日までの経過措
置）の場合、当該居宅介護等を利用した日については別途、報酬区分（減算）がありま
す。また、利用しなかった日については、通常の報酬区分を算定します。

共同生活援助サービス費（２）（外部サービス利用型）
共同生活援助事業所の従業者により行われる「外部サービス利用型共同生活援助計
画の作成、相談その他の日常生活上の援助（基本サービス）」及び、当該外部サービ
ス利用型共同生活援助計画に基づいて、委託業者により行われる「入浴、排せつ、食
事の介護その他の日常生活上の援助（受託居宅介護サービス）」

サービスコードのサービス内容略称が「外部利用生活援助Ⅰ・大１・未計画」の場合
⇒ それぞれ、共同生活援助サービス費（本体報酬）、Ⅰ型（４：１）、大規模減算、共同
生活援助計画（個別支援計画）未作成減算、を意味します。

参考

16

所定単位とは、「前年度の平均利用者数に対する世話人の員数」に応じて決まります。
そのため、基本的には当該年度で変動することはありません。
ただし、定員又は世話人の人員の増減により変動することはあります。（要体制届。）

「基本サービス」とは、外部サービス利用型共同生活援助利用計画の作成、相談その
他日常生活上の援助をいいます。
入院や外泊をしたときは算定できません。（出発日及び帰着日を除く。別途加算あり。）

体験利用を受け入れた場合は、Ⅴ型を算定します。なお、体験利用は、連続３０日以内
かつ年間５０日以内が限度です。

受託居宅介護サービス費の算定には、事前に受託居宅介護サービス事業者と委託契
約を締結する必要があります。
受託居宅介護サービスは、身体介護に係る内容に限ります。（家事はできません。）



共同生活援助サービス費（３）（日中サービス支援型）
共同生活住居に入居する障害者に対して、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、
所定単位数を算定します。利用者のニーズに応じて、日常の介護はもとより、当該利用者が充実した
地域生活を送ることができるよう外出や余暇活動等の社会生活上の支援に努めること。

サービスコードのサービス内容略称が「生活援助日中Ⅰ６・大１・未計画」の場合
⇒ それぞれ、日中サービス支援型共同生活援助サービス費（本体報酬）、Ⅰ型（３：１）、
障害支援区分６、大規模減算、共同生活援助計画（個別支援計画）未作成減算、を意味
します。

参考
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所定単位とは、「前年度の平均利用者数に対する世話人の員数」に応じて決まります。
そのため、基本的には当該年度で変動することはありません。
ただし、定員又は世話人の人員の増減により変動することはあります。（要体制届。）

入院や外泊をしたときは算定できません。（出発日及び帰着日を除く。別途加算あ
り。）

体験利用を受け入れた場合は、Ⅳ型を算定します。なお、体験利用は、連続３０日以
内かつ年間５０日以内が限度です。

日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に対し、日中サービス支援型指定共
同生活援助を行った場合は、別途報酬区分（減算）があります。

【特例】個人単位で居宅介護等を利用する利用者（平成３３年３月３１日までの経過措
置）の場合、当該居宅介護等を利用した日については、別途報酬区分（減算）がありま
す。また、利用しなかった日については、通常の報酬区分を算定します。

共同生活援助サービス費（４）（減算①）
各種基準に満たない場合や、定員数が一定の人数を超えた場合、本体報酬が減算されます。
（１）「サービス提供職員欠如減算」、（２）「サービス管理責任者欠如減算」、（３）「共同生活援助
計画未作成減算」、（４）「大規模住居等減算」「（５）身体拘束廃止未実施減算」があります。

18

基準等は、遵守する必要があるので、減算を受けることをもって基準等を満たさないことを許容す
るものではありません。そのため、やむを得ない事情によるものであることが原則であり、万が一、
満たさなくなった場合は早急に改善に努める必要があります。
減算は各種加算（受託居宅介護サービス費を含む。）がなされる前の単位数に減算率を乗じます。

（１）は、世話人又は生活支援員が川崎市条例による指定基準に定める人員基準を満たさない場
合に適用されます。

人員基準の１割を超えて欠如した場合にはその翌月から、１割の範囲内で欠如した場合にはその
翌々月から人員欠如が解消されるに至った月までの間につき、所定単位数の70％を算定します。
減算が適用された月から３月以上連続して基準に満たない場合、減算が適用された３月目から当
該状態がが解消されるに至った月までの間につき、所定単位数の50％を算定します。

例① ４月に人員２割欠如（１割を超えて欠如）し、９月に当該欠如を解消した。

「４月（欠如開始月）減算なし」 → 「５月（減算適用開始月）70％に減算」 → 「６月 70％に減算」→ 
「７月（減算適用３月目）50%に減算」 → 「８月 50％に減算」 → 「９月（欠如解消月）50％に減算」

例② ４月に人員１割欠如（１割の範囲内で欠如）し、１０月に当該欠如を解消した。

「４月（欠如開始月）減算なし」 → 「５月 減算なし」→「６月（減算適用開始月）70％に減算」 → 「７月 70％に減算」
→ 「８月（減算適用３月目）50%に減算」 → 「９月 50％に減算」 → 「１０月（欠如解消月）50％に減算」



共同生活援助サービス費（５）（減算②）
各種基準に満たない場合や、定員数が一定の人数を超えた場合、本体報酬が減算されます。
（１）「サービス提供職員欠如減算」、（２）「サービス管理責任者欠如減算」、（３）「共同生活援助
計画未作成減算」、（４）「大規模住居等減算」「（５）身体拘束廃止未実施減算」があります。

19

（２）は、サービス管理責任者が川崎市条例による指定基準に定める人員基準を満たさない場合
に適用されます。

指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、その翌々月から人員欠如が解消されるに
至った月までの間につき、所定単位数の70％を算定する。
減算が適用された月から５月以上連続して基準に満たない場合、減算が適用された５月目から人
員基準欠如が解消されるに至った月までの間につき、所定単位数の50％を算定する。

例 ４月に人員欠如し、１2月に当該欠如を解消した。

「４月（欠如開始月）減算なし」 → 「５月 減算なし」→「６月（減算適用開始月）70％に減算」
→ 「７月 70％に減算」 → 「8月 70％に減算」 → 「9月 70％に減算」
→ 「10月（減算適用5月目）50%に減算」 → 「１１月 50％に減算」 → 「１２月（欠如解消月）
50％に減算」

共同生活援助サービス費（６）（減算③）
各種基準に満たない場合や、定員数が一定の人数を超えた場合、本体報酬が減算されます。
（１）「サービス提供職員欠如減算」、（２）「サービス管理責任者欠如減算」、（３）「共同生活援助
計画未作成減算」、（４）「大規模住居等減算」、（５）「身体拘束廃止未実施減算」があります。

（１）～（３）については、「留意事項通知第二の１（８）及び（１０）」
（４）については、「留意事項通知第二の３（８）①（三）、②（三）及び③（三）」、「平成２６年度障害福
祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問１０～１４」
（５）については「留意事項通知第二の１（１２）」をそれぞれ参照してください。

参考
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（３）は、共同生活援助計画が作成されずにサービス提供が行われた場合に、次に掲げる場合に
応じ、それぞれ次に掲げる割合に減算する。
・作成されていない期間が３月未満の場合 １００分の７０
・作成されていない期間が３月以上の場合 １００分の５０

（４）は、共同生活住居の入居定員が「８人以上」の場合、「２１人以上」の場合、一体的に運営され
る複数の共同生活住居の入居定員合計が「２１人以上」の場合にそれぞれ減算。減算率は、介護
サービス包括型、外部サービス利用型、又は日中サービス支援型によってそれぞれ異なります。
（５）は身体拘束等に係る記録をしていない場合について、基本報酬を減算。【５単位／日】
障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく人員、設備、運営に関する基準に「やむを得ず身体拘
束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な
い理由その他必要な事項を記録しなければならない。」と規定されており、この点を違反した場合
の減算である。



福祉専門職員配置等加算
良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、条件に応じて加算されます。
・ 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） ： １０単位／日
・ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ： ７単位／日
・ 福祉専門職員配置等加算（Ⅲ） ： ４単位／日

複数事業所の兼務をする者の算定について、詳細は国作成の「平成２１年度障害福祉サービス報
酬改定に係るＱ＆Ａ（ＶＯＬ．３）問１－１、１－２、１－４」を参照してください。（※平成２７年度に新設
された加算（Ⅰ）については未反映）

参考
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加算（Ⅰ）は、常勤の世話人又は生活支援員（以下「世話人等」という。）のうち、社会福祉士、介護
福祉士又は精神保健福祉士又は公認心理士（以下「有資格者」という。）である従業者の割合が３
５％以上の場合。
加算（Ⅱ）は、常勤の世話人等のうち、有資格者である従業者の割合が２５％以上の場合。

加算（Ⅲ）は、「世話人等のうち、常勤の者が７５％以上」又は「常勤の世話人等のうち、３年以上の
従事者が３０％以上」の場合。なお、「３年以上の従事」とは、加算を申請する前月末時点における
勤続年数を指します。また、当該事業所に限らず、同一法人が運営する他の障害福祉サービス等
事業所の勤続期間（直接処遇に限る。）を含めて構いません。さらに、当該勤続期間の算定につい
ては、非常勤での勤続期間も含めることができます。

“常勤・非常勤”とは、雇用形態の正規か非正規かに係わらず、各事業所において定める「常勤の
従事者が勤務すべき時間数」に達しているか否かにより判断されます。
“事業所”単位で判断されます。“共同生活住居”単位ではありません。
加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）は併給算定することはできません。

複数の事業所を兼務する者は、より多い時間数の従事がある事業所において評価します。なお、
丁度半分ずつの場合も、いずれか１つの事業所においてのみ評価します。

視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある利用者が事業所定員の３０％以上
であり、意思疎通に関し専門性を有する者として専らその利用者の生活支援に従事する
従業者を、利用者の数を５０で除して得た数以上加配している場合に算定します。
・ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算 ： ４１単位／日

平成２７年度報酬改定により、従前は日中活動系サービスを対象にしていた当該加算が対象拡大し
ました。

参考
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視覚障害者とは、身体障害者手帳１級又は２級に該当し、日常生活におけるコミュニケーションや
移動等に支障があると認められる視覚障害を有する者

聴覚障害者とは、身体障害者手帳２級に該当し、日常生活におけるコミュニケーションに支障があ
ると認められる聴覚障害を有する者

言語機能障害者とは、身体障害者手帳３級に該当し、日常生活におけるコミュニケーションに支障
があると認められる言語機能障害を有する者

「重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害のうち２以上の障害を有する利用者」
については、当該利用者１人で２人分と数えることができます。なお、この「知的障害」については
「重度」である必要はありません。

「専門性を有する者（従事者）」とは、視覚障害者に対しては「点字の指導、点訳、歩行支援等を行
うことができる者」であり、聴覚障害者又は言語機能障害者に対しては「手話通訳等を行うものが
できる者」を指します。



看護職員配置加算
指定障害福祉サービス基準に定める員数の従業者に加え、看護職員を常勤換算方法で
１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定共同生活援助事業所等にお
いて、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算します。
【７０単位／日】

平成３０年度報酬改定により新設されました。当該加算については、国作成の「平成３０年度障害福
祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａvol.1 問７０」を参照してください。

参考
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指定障害福祉サービス基準に定める員数に加え、専ら当該指定共同生活援助事業所等の職務に
従事する看護職員を、常勤換算方法で１以上配置しているものとして本市に届け出た事業所につ
いて、加算を算定できるものであること。

ただし、複数の共同生活住居を有する指定共同生活援助事業所等においては、適切な支援を行う
ために必要な数の人員を確保する観点から、常勤換算方法により、看護職員の員数が１以上かつ
利用者の数を20で除して得た数以上であること。
当該加算は、指定共同生活援助事業所等に看護職員を配置することにより、利用者に対する日常
的な健康管理、医療ニーズが必要な利用者への看護の提供等、定期又は緊急時における医療機
関との連絡調整及び受診等の支援、看護職員による常時の連絡体制の確保、重度化した利用者
の対応に係る指針の作成、及び入居時における利用者又は家族への説明並びに同意といった支
援を行うこと。
また、当該加算の算定対象となる指定共同生活援助事業所等については、報酬告示第15の７の
医療連携体制加算（医療連携体制加算（Ⅳ）を除く。）の算定対象とはならないこと。
※医療連携体制加算は、Ⅳを除いて、医療機関等との連携により、看護職員をホームに訪問させるもの。

夜間支援等体制加算
夜間支援の体制（夜勤、宿直、連絡体制又は防災体制）及び夜間支援員が支援を行う
利用者の人数に応じて所定単位数を算定します。
・ 夜間支援等体制加算（Ⅰ） ： 夜勤を行う夜間支援従事者を配置
・ 夜間支援等体制加算（Ⅱ） ： 宿直を行う夜間支援従事者を配置
・ 夜間支援等体制加算（Ⅲ） ： 連絡体制又は防災体制の確保

当該加算については、国作成の「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問１５～
２６」、「平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（ＶＯＬ．１）問３０～３２」、「平成２
７年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（ＶＯＬ．３）問３から４」を必ず確認してください。

参考
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利用者の人数は、前年度の平均利用者数により決まります。そのため、基本的には、当該年度で
算定する加算の人数区分に変動はありません。ただし、夜間支援員又は利用定員の増減により変
動することはあり得ます。（要体制届）

加算（Ⅰ）～（Ⅲ）類型について、共同生活住居ごとに日単位で別類型を算定可能です。ただし、あ
らかじめ体制届にて届出を行った範囲に限ります。

加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）については、外部業者等へ委託することもできます。ただし、施設等と兼務
の職員の場合は、当該加算は算定できません。
加算（Ⅰ）、（Ⅱ）の詳細は、「参考：夜間支援等体制加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について」を参照
加算（Ⅲ）の詳細は、「参考：夜間支援等体制加算（Ⅲ）について」を参照

介護サービス包括型又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所のみ算定。日中サービ
ス支援型指定共同生活援助は、後述する「夜勤職員加配加算」を算定。



参考：夜間支援等体制加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について
【夜間支援等体制加算（Ⅰ）と（Ⅱ）の違い】
夜間支援等体制加算（Ⅰ）…基本的に夜間に支援を行う利用者が居住する共同生活住居に夜勤を行う夜間支
援従事者を配置。支援時間に「午後１０時から翌日の午前５時まで」を最低限含む必要がある。また、１人の夜間
支援員が複数の住居を見回る場合（５ヶ所、２０人までを限度とする）は、拠点となる共同生活住居とその他の共
同生活住居が概ね１０分以内の地理的条件にあり、利用者の呼び出し等に速やかに対応できる体制を確保する
必要がある。加算（Ⅱ）の内容に加え、就寝準備の確認、寝返りや排せつの支援等を行うこととし、支援の内容に
ついて個々の利用者ごとに個別支援計画に位置付ける。
夜間支援等体制加算（Ⅱ）…基本的に、夜間に支援を行う利用者が居住する共同生活住居に宿直を行う夜間支
援従事者を配置。夜間支援従事者は、利用者の状況に応じ、定期的な居室の巡回（少なくとも一晩に１回以上）
や電話の収受のほか、必要に応じて、緊急時の対応等を行う。

【算定方法】
１人の夜間支援従事者が支援を行う夜間支援対象利用者数に応じ加算額を算定する。
原則として、夜間支援対象利用者数＝前年度の平均利用者総数（前年度の全利用者数の延べ人数÷前年度の
開所日数）となる。前年度の利用者数については、在籍している日数をカウントする（入院中や帰省中も含める）。
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【共同生活住居Ａ】
現利用者 ： ６人
前年度平均利用者数 ： ５．２人

【共同生活住居Ｂ】
現利用者 ： ５人
前年度平均利用者数 ： ４．３人

例：１人の夜間支援従事者（共同生活住居Ａ常駐）が２つの共同生活住居を支援している場合

１０分程度で移動可

【夜間支援等体制加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）について】
現利用者数は計１１人（６人＋５人）だが、前年度平均利用者数５．２人＋４．３人＝９．５人
（小数点第１位を四捨五入）となるため、 「８人以上１０人以下体制」の報酬を算定

夜間支援従事者

参考：夜間支援等体制加算（Ⅲ）について
【夜間支援等体制加算（Ⅲ）の取扱い】
夜間及び深夜の時間帯を通じて、必要な防災体制又は利用者に病状の急変その他緊急の事態が生じた時に、
利用者の呼び出し等に速やかに対応できるよう、常時の連絡体制を確保している場合に算定可能。
夜間防災体制の確保とは…警備会社と警備業務の委託契約を締結が必要（警備会社に委託する際には、利用
者の状況等について伝達が必要）。
常時の連絡体制とは…以下のいずれかが必要
①職員が常駐している場合
②携帯電話などにより、夜間及び深夜の時間帯の連絡体制が確保されている場合
③夜間支援を委託されたものにより連絡体制を確保している場合
※緊急時の連絡先や連絡方法について、運営規程に定め、共同生活住居内の見やすい場所に掲示する必要
がある

【算定方法】
上記の体制を確保している共同生活住居に入居している利用者について加算額を算定する。
加算（Ⅲ）を算定する共同生活住居に入居している利用者は、加算（Ⅰ）及び加算（Ⅱ）との併給算定はできない。
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【共同生活住居Ａ】
現利用者 ： ６人

【共同生活住居Ｂ】
現利用者 ： ５人

例：共同生活住居Ａに夜勤職員として配置された夜間支援従事者が携帯電話により連絡体制を確保した場合

携帯電話により連絡体制を確保

【共同生活住居Ｂにおける夜間支援等体制加算（Ⅲ）について】

夜間支援体制加算（Ⅲ）については、指定障害者施設の夜勤職員など別途の報酬で評価さ
れている者により確保されている連絡体制・支援体制は算定対象外のため算定できない。

夜間支援従事者
（夜勤）



夜勤職員加配加算
指定障害福祉サービス基準第２１３条の４第２項に定める員数の夜間支援従事者に加え、共同生

活住居ごとに、夜勤を行う夜間支援従事者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た
日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、日中サービス支援型指定共同生活援助を
行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。
夜勤職員加配加算 ： １４９単位／日

平成３０年度報酬改定により新設されました。当該加算については、国作成の「平成３０年度障害福
祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａvol.1 問７１」を参照してください。

参考
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日中サービス支援型指定共同生活援助のみ算定できる加算。

指定障害福祉サービス基準第２１３条の４第２項には「日中サービス支援型指定共同生活援助は、共同生活住
居ごとに、夜間及び深夜の時間帯を通じて一以上の夜間支援従事者（夜間及び深夜の時間帯に勤務（宿直勤務
を除く。）を行う世話人又は生活支援員をいう。）を置くものとする。」と規定されている。

加配される夜間支援従事者は、当該夜間支援従事者が夜間に支援を行う利用者が居住する共同生活住居に配
置され、専らその職務に従事する必要があり、複数の共同生活住居又は他の事業所等における夜間業務を行う
ことで、この加算を算定することはできないものであること。

ただし、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所が設置する指定短期入所事業所（併設事業所に限る。）
の従業者が、当該夜間支援従事者の業務を兼務しても差し支えないものとする。

加配される夜間支援従事者の業務は、指定障害福祉サービス基準第213条の４第２項に定める夜間支援従事
者と同じとする。なお、常勤、非常勤を問わないものであること。

当該夜間支援従事者は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所に従事する世話人又は生活支援員以
外の者であって、夜間における支援を委託されたものであっても差し支えないものとする。

重度障害者支援加算
次の基準をいずれの要件も満たす事業所において、重度障害者等包括支援の対象となる利用者が
１人以上いる場合で、当該利用者に対し、指定共同生活援助を提供した場合に算定できます。
① 生活支援員を加配していること
② サービス管理責任者又は生活支援員のうち、１名以上が実践研修等修了者であること
③ 生活支援員のうち、２０％以上の者が基礎研修等修了者であること（経過措置あり）
・ 重度障害者支援加算 ： ３６０単位／日

当該加算については、国作成の「平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問３３～
３９」を参照してください。
各研修については、「留意事項通知」を参照してください。

参考
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対象者については、当該加算の対象となる旨の支給決定が必要です。本市発行の受給者証におい
ては「共同生活援助加算重度」と印字されます。加算対象利用者のみ算定可能です。

「外部サービス利用型事業所の利用者」又は「個人単位で居宅介護等を利用する者が居宅介護等
を利用した日」については、当該加算を算定できません。
加算対象利用者のみ算定が可能です。

①については、指定基準上、必要な人員を超えて配置（常勤換算方法による。）することで足ります。
ただし、加算対象利用者に対し、適切な支援を行える人員の範囲に限ります。
②の経過措置は、平成31年３月31日までの間においては、実践研修等を年度内に受講する計画を
作成し、届出をした場合に当該要件を満たしたものとみなされます。
③の経過措置は、基礎研修修了者が20％以上配置されていない場合でも、平成31年３月31日まで
の間においては、生活支援員のうち10％以上が基礎研修修了者であって、かつ、生活支援員のう
ち他の10％以上に基礎研修等のいずれかを年度内に受講させる計画を作成し、都道府県知事に
届け出ていれば足りることとします。



日中支援加算
日中支援加算（Ⅰ）は、６５歳以上又は障害支援区分４以上の利用者であって、日中の
通所等が困難な者に対して日中に必要な支援を行った場合に算定できます。

日中支援加算（Ⅱ）は、通所等をしている利用者が、心身の状況等により通所等を休ん
だ場合であって、その休んだ日の日中に必要な支援を行った場合に算定できます。

当該加算については、国作成の「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問２７～
３２」を参照してください。
加算（Ⅱ）の要件中の拡大された通所等については「留意事項通知」を参照してください。

参考
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加算の算定は、日中に必要な支援を行った日について行いますが、当該日ごとにその
支援を行った利用者が（Ⅰ）、（Ⅱ）合わせて事業所全体で「１人」か「２人以上」かにより
加算額を選択します。

加算の算定をする場合は、共同生活援助計画に位置付けるとともに、指定基準に規定
する人員に対し加配する必要があります。また、当該加配された人員は、当該基準上、
配置すべき人員の数に含めることはできません。なお、日中支援を行う者は、外部へ委
託することもできます（別途、報酬等により評価されている者は加算算定不可。）

ただし、日中サービス支援型指定共同生活事業所においては、指定障害福祉サービス
基準第213条の４に規定する人員を確保する場合には、加算の算定に当たって生活支
援員又は世話人の加配を要しません。
加算（Ⅰ）、（Ⅱ）の詳細は、「参考：日中支援加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について」を参照

参考：日中支援加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について

【日中支援加算（Ⅰ）の対象】
６５歳以上又は障害支援区分
４以上の利用者であって、日
中の通所等が困難であると認
められる利用者

【日中支援加算（Ⅱ）の対象】
共同生活援助と併せて支給決定されている日中活動系サービスを利用
することとなっている日に当該サービスを利用できないとき
サービス等利用計画若しくは共同生活援助計画等に位置付けて計画的
に地域活動支援センター、介護保険法に規定する通所介護、通所リハ
ビリテーション、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従前の介護予
防通所介護に相当するもの若しくは介護予防通所リハビリテーション、
精神科ショートケア、精神科デイ・ケア若しくは精神科デイ・ナイト・ケア
を利用している者が利用することとなっている日に利用できないとき
就労している利用者が出勤予定日に出勤できないとき

・日中支援加算（Ⅰ） ： ５３９単位／日（対象者が１人の場合）
・日中支援加算（Ⅰ） ： ２７０単位／日（対象者が２人以上の場合）
・日中支援加算（Ⅱ） ： ５３９単位（区分４～６）／日（対象者が１人の場合）

２７０単位（区分３以下）／日（対象者が１人の場合）
・日中支援加算（Ⅱ） ： ２７０単位（区分４～６）／日（対象者が２人以上の場合）

１３５単位（区分３以下）／日（対象者が２人以上の場合）

加算（Ⅰ）は、そもそも通所等により日中活動が困難な者を想定しています。ただし、たとえば「週に
２日のみ通所」等する者に対し、残りの通所等をしない日に日中支援を行った場合は算定できます。
加算（Ⅰ）において、包括サービス型については、土日祝日は算定できません。

加算（Ⅰ）において、「個人単位で居宅介護等を利用する者が居宅介護等を利用した日」について
は、当該加算を算定できません。
加算（Ⅱ）は、日中支援が月に２日を超えた場合、３日目以降から算定できます。

加算（Ⅱ）は、利用者本人の心身の状況等（体調不良等）により通所等を休んだ日が対象であるた
め、通所等先の都合により休んだ日は対象外です。（別途、市単加算の対象となる場合あり。）

日中サービス支援型指定共同生活援助事業所は、加算（Ⅱ）のみ算定します。また、区分２以下に
該当する利用者に限られます。

30



自立生活支援加算
単身生活等が可能と見込まれる利用者の退居に先立って、事業所の従業者が、退居後
の生活について相談援助を行い、かつ退居後の居宅を訪問し利用者等と障害福祉サービ
ス等の相談援助及び連絡調整を行った場合に、入居中２回を限度に算定できます。また、
退居後３０日以内に利用者の居宅を訪問し、相談援助を行った場合に、退居後１回を限度
に算定できます。
・自立生活支援加算 ： ５００単位

当該加算については、療養介護の「地域移行加算」と同趣旨のため、要件及び内容は概ね準じた取
扱いです。

参考
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共同生活援助の利用期間が１月を超えると見込まれる者が対象です。体験利用の者は対象外。

退居後に、他の共同生活援助事業所を利用する場合、入所又は入院する場合、死亡による退居
の場合は対象外です。
加算の算定日はそれぞれ、退居日、退居後の居宅への訪問日です。
退居前、退居後のいずれか一方のみの算定も可能です。

相談援助については、その実施日及び内容等を記録しておく必要があります。また、サービス提
供実績記録票の備考欄に相談援助の要点について付記してください。

相談援助の内容は「退居後のサービス利用等に関する相談援助」、「食事、入浴、健康管理等居
宅における生活に関する相談援助」、「運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的
として行う各種訓練等に関する相談援助」、「住宅改修に関する相談援助」、「介護等に関する相
談援助」になります。

入院時支援特別加算
家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が入院した場合に、事業所の
従業者が共同生活援助計画に基づき、病院に訪問し、当該病院との連絡調整及び被服
等の準備その他日常生活上の支援を行った場合に、月１回を限度として、入院期間の日
数の合計に応じ、所定単位数を算定します。
イ 当該月における入院期間の日数の合計が３日以上７日未満 ： ５６１単位／月
ロ 当該月における入院期間の日数の合計が７日以上 ： １，１２２単位／月

当該加算については、国作成の「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問３９～
４１」を参照してください。

参考
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入院期間に「入院日及び退院日」は含みません。（本体報酬の算定が可能です。）
体験利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所している者は算定対象外です。

イを算定する場合は少なくとも１回以上、ロを算定する場合は少なくとも２回以上は病院を訪問する
必要があります。なお、入院期間が７日以上の場合であって、訪問回数が１回である場合はイを算
定します。
訪問については、当該加算が算定されない入院２日目までに行っても構いません。

入院期間が複数月にまたがる場合の当該２月目について、入院日数の合計が３日に満たない場合
は、当該加算の算定はできません。
支援内容については記録しておく必要があります。
「長期入院時支援特別加算」を算定する月は、当該加算を算定できません。



長期入院時支援特別加算
家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が入院した場合に、事業所の従業
者が共同生活援助計画に基づき、病院に訪問し、当該病院との連絡調整及び被服等の準備そ
の他日常生活上の支援を行った場合に、１月の入院期間の日数が２日を超える場合に、当該
日数を超える期間について、１日につき所定単位数を算定します。
イ 指定共同生活援助事業所の場合 ： １２２単位／日
ロ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 ： １５０単位／日
ハ 外部サービス利用型共同生活援助事業所の場合 ： ７６単位／日

当該加算については、国作成の「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問３９～
４１」を参照してください。

参考
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入院期間に「入院日及び退院日」は含みません。（本体報酬の算定が可能です。）
体験利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所している者は算定対象外です。

特段の事情がない限り、原則、１週に１回以上は病院を訪問する必要があります。なお、「特段の事
情」とは、利用者の事情により訪問できない場合を主として指します。また、当該特段の事情がある
場合については、その具体的な内容を記録しておく必要があります。
訪問については、当該加算が算定されない入院２日目までに行っても構いません。

１回の入院で月をまたがる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、最大３月まで算
定できます。なお、２月目以降については、当該月の２日目までは算定できません。
支援内容については記録しておく必要があります。

「入院時支援特別加算」を算定する月は、当該加算を算定できません。また、「長期帰宅時支援加
算」と同一日に算定できません。

帰宅時支援加算
利用者が共同生活援助計画に基づき、家族等の居宅等において外泊した場合に、１月
に１回を限度として、外泊期間の日数の合計に応じ、所定単位数を算定します。
イ 当該月における家族等の居宅等における外泊期間の日数の合計が
３日以上７日未満 ： １８７単位／月
ロ 当該月における家族等の居宅等における外泊期間の日数の合計が
７日以上 ： ３４７単位／月

当該加算については、国作成の「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問３９～
４１」を参照してください。
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外泊期間に「外泊の初日及び最終日」は含みません。（本体報酬の算定が可能です。

当該利用者が帰省している間、家族等との連携を十分図ることにより、当該利用者の居宅等にお
ける生活状況等を十分把握するとともに、その内容について記録する必要があります。また、必
要に応じて計画の見直しを行う必要があります。
体験利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所している者は算定対象外です。

外泊期間が複数月にまたがる場合の当該２月目について、外泊日数の合計が３日に満たない場
合は、当該加算の算定はできません。
「長期帰宅時支援加算」を算定する月は、当該加算を算定できません。



長期帰宅時支援加算
利用者が共同生活援助計画に基づき、家族等の居宅等において外泊した場合に、１月の外
泊期間の日数が２日を超える場合に、当該日数を超える期間について、１日につき所定単位数
を算定します。
イ 指定共同生活援助事業所の場合 ： ４０単位／日
ロ 日中サービス支援型指定共同生活援助 ： ５０単位／日
ハ 外部サービス利用型共同生活援助事業所の場合 ： ２５単位／日

当該加算については、国作成の「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問３９～
４１」を参照してください。

参考
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外泊期間に「外泊の初日及び最終日」は含みません。（本体報酬の算定が可能です。）

当該利用者が帰省している間、家族等との連携を十分図ることにより、当該利用者の居宅等にお
ける生活状況等を十分把握するとともに、その内容について記録する必要があります。また、必要
に応じて計画の見直しを行う必要があります。
体験利用者であって、病院又は入所施設に入院又は入所している者は算定対象外です。

１回の外泊で月をまたがる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、最大３月まで
算定できます。なお、２月目以降については、当該月の２日目までは算定できません。

「帰宅時支援加算」を算定する月は、当該加算を算定できません。また、「長期入院時支援特別加
算」と同一日に算定できません。

地域生活移行個別支援特別加算
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして届出た事業者が、医療
観察法に基づく通院決定を受けてから３年を経過していない者又は矯正施設等を退所等
の後３年を経過していない者に対して、特別な支援に対応した共同生活援助計画に基づ
き、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に、当該利用者
に対し、３年以内の期間において、１日につき所定単位数を算定します。
・地域生活移行個別支援特別加算 ： ６７０単位／日

厚生労働大臣が定める施設基準、対象施設等、必要な支援、その他詳細は「留意事項通知」を参照
してださい。
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【対象者の要件】
医療観察法に基づく通院決定を受けてから３年を経過していない者（通院決定の期間が延長された場合、その延
長期間を限度とする）又は矯正施設若しくは更生保護施設を退所等の後、３年を経過していない者であって、保
護観察所又は地域生活定着支援センターとの調整により、共同生活援助事業所を利用することとなった者が対
象です。なお、矯正施設からの退所等の後、一定期間、居宅で生活した後３年以内に保護観察所又は地域生活
定着支援センターとの調整により、事業所を利用することになった場合、利用開始してから３年以内で必要と認め
られる期間について算定対象となります。

【施設要件】
人員配置については、あらかじめ指定基準上配置すべき従業員に加えて配置しておく必要はなく、加算対象者受
入れ時に適切な支援を行える人員体制を確保していれば構いません。
有資格者の配置により、従業者に対する指導体制が整備されている必要があります。
従業者に対して、年１回以上の研修を実施する必要があります。
保護観察所等の関係機関との協力体制が整備されている必要があります。
各加算の要件に該当すれば、当該加算及び福祉専門職員等配置加算の併算定が可能な場合があります。



精神障害者地域移行特別加算
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして届け出た事業者が、精神

科病院に１年以上入院していた精神障害者であって、退院してから１年以内の者に対し、共
同生活援助計画等を作成するとともに、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支
援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算します。
精神障害者地域移行特別加算 ： ３００単位／日

平成３０年度改正で新設された加算です。厚生労働大臣が定める施設基準、対象施設等、必要な支
援、その他詳細は「留意事項通知」を参照してださい。
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運営規程に定める主たる対象とする障害者の種類に精神障害者を含み、かつ、指定共同生活
援助事業所等に置くべき従業者のうち社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等である
従業者を１人以上配置するものとして都道府県知事に届け出でること。

当該社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等である従業者が、精神科病院に１年以上
入院していた精神障害者であって当該精神科病院を退院してから１年以内のものに対し、共同
生活援助計画等を作成するとともに、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を
行うこと。

社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師若しくは心理に関する支援を要す者に対する相
談、助言、指導等の援助を行う能力を有する者である従業者による、本人、家族、精神科病院そ
の他関係者からの聞き取り等によるアセスメント及び地域生活に向けた自立訓練（生活訓練）計
画の作成、精神科病院との日常的な連携（通院支援を含む）、対象利用者との定期及び随時の
面談、日中活動の選択、利用、定着のための支援その他必要な支援を行うこと。

ただし、地域生活移行個別支援特別加算を算定している場合は、算定しない。

強度行動障害者地域移行特別加算
指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施設等に１年以上入所していた者であっ

て当該施設等を退所してから１年以内のもののうち、別に厚生労働大臣が定める基準に
適合すると認められた利用者に対し、共同生活援助計画又は日中サービス支援型共同生
活援助計画に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場
合に、１日につき所定単位数を加算します。
強度行動障害者地域移行特別加算 ： ３００単位／日

平成３０年度改正で新設された加算です。厚生労働大臣が定める施設基準、対象施設等、必要な支
援、その他詳細は「留意事項通知」を参照してださい。
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対象者は、障害支援区分認定調査の結果に基づき、当該認定調査の項目中、行動関
連項目について、算出した点数の合計が10点以上の者であって、指定障害者支援施
設等又は指定障害児入所施設等に１年以上入所していたもののうち、退所してから1
年以内の障害者であること。
サービス管理責任者又は生活支援員のうち、強度行動障害支援者養成研修(実践研
修)修了者又は行動援護従業者養成研修修了者を１以上配置していること。
生活支援員のうち、強度行動障害支援者養成研修(基礎研修)修了者又は行動援護従
業者養成研修修了者の割合が100分の20以上であること。
強度行動障害者地域移行特別加算を算定する場合は、重度障害者支援加算を

算定することはできない。



医療連携体制加算
（Ⅰ）医療機関等との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、利用者に対して看護を行った場
合 ： ５００単位／日
（Ⅱ）医療機関等との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、２～８名の利用者に対して看護
を行った場合 ： ２５０単位／日
（Ⅲ）医療機関等との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、認定特定行為業務従事者に喀
痰吸引等に係る指導を行った場合 ： ５００単位／日（看護職員１人当たり）
（Ⅳ）認定特定行為業務従事者が利用者に喀痰吸引等を行った場合 ： １００単位／日
（Ⅴ）従業者として又は訪問看護ステーション等との連携により看護師を１名以上確保している場
合 ： ３９単位／日

「認定特定行為業務従事者」とは、社会福祉士及び介護福祉士法附則第３条第１項に規定する者をいいます。
「訪問看護ステーション等」とは、総合支援法施行規則第５７条第３項に規定するものです。
当該加算（Ⅰ）（Ⅱ）については、国作成の「平成２１年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問１５～２０
及び６２」、「平成２４ ２１年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問３２」を参照してください。
当該加算（Ⅴ）については、「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に係るＱ＆Ａ問３３～３８」を参照してくださ
い。
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（Ⅰ）～（Ⅲ）については、あらかじめ医療機関等と委託契約を締結しておく必要があります。また、看護職
員からの看護及び指導は、当該医療機関等の医師の指示により実施されます。

（Ⅰ）～（Ⅲ）については、同一法人内の別事業所に勤務する看護職員を活用することも可能です。ただし、
当該別事業所の指定基準上の人員配置等を遵守する必要があります。
（Ⅴ）については、看護師のみ対象のため、准看護師等は不可です。
（Ⅴ）については、看護師資格を有していれば、世話人等として勤務する場合も可能です。

（Ⅴ）算定に係る具体的な支援内容は、「利用者に対する日常的な健康管理」「通常時及び特に利用者の
状態悪化時における医療機関等（主治医）との連絡・調整」です。

通勤者生活支援加算
利用者のうち１００分の５０以上の者が通常の事業所に雇用されているとして届出を行っ
た事業所において、主として日中において、職場での対人関係の調整や相談・助言及び
金銭管理についての指導等、就労を定着させるために必要な日常生活上の支援を行った
場合に、１日につき所定単位数を算定します。
・通勤者生活支援加算 ： １８単位／日

当該加算については、国作成の「平成２６年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問４２～
４３」を参照してください。

参考
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「通常の事業所に雇用されている」とは、一般就労のことをいうものであり、指定就労移行支援、指
定就労継続支援Ａ型、指定就労継続支援Ｂ型は含まれません。

「１００分の５０以上の者」の人数については、「前年度の平均利用者数」より算出し、その算出人数
と「届出時点で一般就労している者の実人数」を比べて加算対象かを判断します。

加算対象かの判断は事業所単位で行われ、対象事業所の場合は、一般就労をしている者を含め
て全利用者に算定できます。



福祉・介護職員処遇改善（特別）加算
平成２９年度障害福祉サービス等報酬改定により、福祉介護職員の安定的な処遇改善
を図るための環境整備とともに、福祉介護職員の賃金改善に充てることを目的に新たな区
分が創設されました。

サービス別の基本サービス費に各種加算減算を加えた１月当たりの総単位数にサービ
ス別加算率を乗じた単位数で算定します。

当該加算については、国作成の「平成２９年度障害副サービス等報酬改定の概要」や「平成２９年度
障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ問１～９」を参照してください。

参考
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【福祉・介護職員処遇改善加算について】
加算は（Ⅰ）～（Ⅴ）の５区分あり、それぞれ「キャリアパス要件Ⅰ」「キャリアパス要件Ⅱ」 「キャリアパス要
件Ⅲ」 「職場環境等要件」を満たしている状況により算定します。

キャリアパス要件Ⅰ：福祉・介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に応じた任用要件
及び賃金体系を定め、就業規則等明確な根拠規定を整備し、全ての福祉・介護職員に周知していること

キャリアパス要件Ⅱ：福祉・介護職員と意見交換しながら、資質向上のための計画を策定し、研修の実施
又は研修の機会を設け、資格取得のための支援を実施すること

キャリアパス要件Ⅲ：経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給
を判定する仕組みを設けること
職場環境等要件：これまでの処遇改善の取組みについて職員へ周知していること

【福祉・介護書金処遇改善特別加算について】

キャリアパス要件及び職場環境等要件を問わず、福祉・介護職員を中心とした従業者の処遇改善が図ら
れている場合に算定できます。

市単独加算
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• 体験利用時はすべて算定対象外です

• 家賃助成加算を除く市単独加算は市内事業所のみ支給されます。
県内市外に設置される事業所については、当該事業所の所在地を
管轄する地方公共団体が定めた基準により支弁します。ただし、県
外に設置される事業所については、本市と当該事業所の所在地を
管轄する地方公共団体と協議のうえ決定します。

• 家賃助成加算は、県内市外事業所にも本市の支弁基準にて支給
されます。ただし、県外に設置される事業所については、本市と当
該事業所の所在地を管轄する地方公共団体と協議のうえ決定しま
す。



世話人体制確保加算
入居者に対して良質なサービスの提供を実現するために必要な世話人体制を確保することを目的
としています。【支弁基準第２条第１号】
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単価は月額です。入居者が一時的に外泊又は入院した場合も日割する必要はありませんが、入
退居月については日割する必要があります。なお、日割する場合も、しない場合と同じ請求コード
を使用します。また、日割計算にあたって端数（小数点以下）が出た場合は切捨てます。

入居者が長期入院等で当該月の利用がない場合も算定できます。なお、この場合は、名称に（本
体利用なし）又は（本体無）とある請求コードを使用します。

国本体報酬は、障害支援区分が高いほど単位数が高く設定されていますが、当該加算はこれと
は逆に障害支援区分が高いほど単価を低く設定しています。これは、両方を足した額の傾斜を緩
やかにすることで、利用者の障害支援区分に係わらず、一定水準の従業者を確保していただくた
めです。

初期加算
共同生活住居を新設又は増設したことにより、利用者を新規に受け入れた場合、新設日又は増設
日から１年間を限度として算定できます。 【支弁基準第２条第２号】

単価は月額です。入居者が一時的に外泊又は入院した場合も日割する必要はありませんが、入
退居月については日割する必要があります。なお、日割する場合は、日割額用の請求コードを使
用します。

新設日又は増設日から起算して１年間が算定可能期間です。当該期間内であれば、利用者が入
れ替わった場合も算定できます。ただし、この場合に期間が延長されるものではありません。

夜間体制加算

入居者に対して夜間帯のサービス提供を行うために必要な夜間支援員の体制を確保する
ことを目的としています。 【支弁基準第２条第３号】
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単価は日額です。障害支援区分５又は６の入居者に対し、夜間帯に支援を行った場合に算
定します。そのため、外泊又は入院した日は算定できません。（帰着日は算定対象日で
す。）
夜勤、宿直のいずれも対象です。連絡体制又は防災体制の確保のみでは算定できません。
その他要件については、国の夜間支援等体制加算に準じます。
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土日等日中支援加算

日中通所する事業所が開所していない土日等に支援を要する入居者に対してサービスを
行うために必要な世話人体制を確保することを目的としています。 【支弁基準第２条第４号】

単価は日額です。障害支援区分４、５又は６の入居者に対し、土日等の通所等先が開所等してい
ない日に、日中帯に支援を行った場合に、その支援時間の合計により所定の単価を算定します。
「日中通所する事業所」は、地域活動支援センターや一般就労先を含みます。
「土日等」は、祝日や夏季休暇等を含みます。また、事業所側の記念日等で休みの日も含みます。

支弁基準上に「日中通所する事業所が開所していない土日等」と規定しており、利用者側の都合
により通所を休んだ場合は、算定は不可となります。

「日中帯」は、９時～１６時程度を想定していますが、当該利用者が平日に通所等している時間を
目安にしてください。

日額設定ですので、他の障害福祉サービス等（移動支援等）や公的サービスを利用した日は算
定できません。また、個人単位で居宅介護等を利用する者は対象外です。
サービス提供実績記録票（紙）の備考欄に支援を行った時間を記載してください。

【外出支援について】

土日等にホーム内で過ごす方を支援するために職員を配置することを評価するもので、外出支
援は他の外出支援サービスが行うものであるという前提で規定しております。

外出支援を行う場合にも、外出支援ができる事業所が全くないのかどうかを十分に確認してくだ
さい。外出支援ができる事業所があるにも関わらず、ホームで外出支援を行った場合、加算の算
定は原則的に不可とします。

事業所として外出支援をする場合、個別支援計画に外出支援に係る内容を記載し、事前に利用
者から同意を得る必要があります。

特定障害者特別給付費（国の家賃助成）は、
・ 事業所や利用者の障害種別によらず、所得区分要件（生活保護、低所得の者）のみです。
・ 上限額１０，０００円

家賃助成加算
知的障害者又は身体障害者を主たる対象者とする共同生活住居の入居者に対して、事業者に支
払う家賃額を軽減することを目的としています。【支弁基準第２条第５号】
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事業所が主たる対象としている障害種別が知的障害又は身体障害の場合に対象となります。その
ため、利用者の障害種別は問いません。なお、事業所が主たる対象としている障害種別が精神障
害の場合は、別途家賃に係る補助金が支払われているため対象外です。
支給決定が必要です。上記要件と所得区分要件（低所得、一般所得の者）があります。

単価は月額です。ただし、入退居月は日割する必要があります。なお、日割する場合は、日割額用
の請求コードを使用します。また、家賃額が加算額に満たない場合も当該コードを使用します。

長期入院等で利用がない月であっても、利用者が事業所に家賃を支払う必要がある場合は、その
金額の範囲内で算定できます。

２７，０００円を上限額とし、家賃額の範囲内で算定します。この際、特定障害者特別給付費の対象
者の場合、当該給付費を先に家賃額から控除し、算定します。

参考

【算出方法】
「利用者が事業所に支払う家賃額（必要な場合は日割）－特定障害者特別給付費」と「２７，０００円（必要
な場合は日割）」とを比較して安価な方の額
・例１：４０，０００円（家賃額）－１０，０００円（特定障害者特別給付費）＝３０，０００円 ２７，０００円を算定
・例２：３０，０００円（家賃額）－１０，０００円（特定障害者特別給付費）＝２０，０００円 ２０，０００円を算定



行動障害加算
行動上著しい困難を有する入居者を介護する体制を確保することを目的としています。
【支弁基準第２条第６号】
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障害支援区分３以上で、かつ認定調査項目のうち行動関連項目（９項目）の合計点数が６点以上
の行動障害がある者が対象です。

単価は日額です。当該加算の支給決定がある入居者に対し、支援を行った場合に算定します。そ
のため、外泊又は入院した日は算定できません。（出発日及び帰着日は対象です。）

重複障害加算
障害が重複している入居者に対して支援を行う体制を確保することを目的としています。
【支弁基準第２条第７号】

知的障害者であり、かつ身体障害者手帳１級または２級を所持している者が対象です。

単価は日額です。当該加算の支給決定がある入居者に対し、支援を行った場合に算定します。そ
のため、外泊又は入院した日は算定できません。（出発日及び帰着日は対象です。）
個人単位で居宅介護等を利用する者がその利用をした日は減算（２０％減）されます。

重度障害加算
重複障害加算の対象者であり、かつ障害の程度が重い入居者に対して支援を行う体制を確保する
ことを目的としています。 【支弁基準第２条第８号】

重複障害加算の対象者で、身体障害者手帳１級（上下肢障害、体幹機能障害及び運動機能障害
に限る。）を所持し、障害支援区分５及び６の者が対象です。

単価は日額です。当該加算の支給決定がある入居者に対し、支援を行った場合に算定します。そ
のため、外泊又は入院した日は算定できません。（出発日及び帰着日は対象です。）
個人単位で居宅介護等を利用する者がその利用をした日は減算（２０％減）されます。

エラー・警告について
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標準システムでよくあるエラーとその対応

49

○請求明細エラーコード
コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１
該当の請求情報は既に受付
済、または請求情報内で重複
する情報が存在しています

同一月の請求情報に、受給者番号・
提供月が同一のデータが複数ある

後から送信したデータを有効にしたいの
ならば、先に送信したデータを取り下げ
てから送信し直す。先に送信したデータ
が正しければ対処する必要なし。

ＥＤ０１
該当の請求情報は既に支払確
定済です

既承認済みの請求データと同一の
受給者番号・提供月・事業所番号の
請求データ送信している

期限までに過誤申立していれば対処す
る必要なし。していなければ、過誤申立
書を当課に送信する（毎月３日受付分
まで当月請求時に処理するため、仮点
検で当該エラーが生じた場合は次月ま
で請求できない）。

ＥＧ０２
受給者台帳にサービス提供年
月時点で有効な受給者の認定
情報が登録されていません

国保連台帳に、入力された受給者
証番号の登録がない

最新の受給者証か確認する。
区番号を確認する。
市内転居等で居住区が変わった場合
に注意が必要。

ＥＧ１２

受給者台帳にサービス提供年
月時点で有効な受給者の利用
者負担上限月額情報が登録さ
れていません

ＥＧ１３

受給者台帳にサービス提供年
月時点で有効な受給者の支給
決定情報が登録されていませ
ん

PP１９
実績記録票に該当するサービ
スが明細書にありません

請求明細書がエラー（否決を含む）
になっている

PP19はほぼ単独では発生しないため、
当該エラーが発生した場合は実績記録
票ではなく、請求明細についてのエラー
か返戻が原因のため、そちらの修正対
応を行う。

①既に支給決定が終了したサービ
スの請求をしている、②受給者証が
更新されていない、③契約情報に終
了したサービスの情報が残っている

①②最新の受給者証を確認し、支給決
定内容と請求情報の差異を確認。内容
に疑義がある場合や支給期間が終了し
ている場合は所管区に相談する。③は
契約情報入力に既に支給決定が終了
したサービスの情報が残っている（契約
終了日の入力がない）場合に生じること
があるので、確認する。

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）面

エラー（警告）発生時の対処法①

エラー（警告）内容を確認し、当該エラー（警告）が発生
している箇所を確認

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）ページ

当該エラー（警告）は明細、
実績等のどこに発生して
いるのかを確認

どの項目にどのようなエラー（警告）が発生して
いるのかを確認

⇒請求明細の受給者証番号についてのエラー
⇒受給者証を確認。区番号の入力ミス、受給者

証が最新かどうか、を確認する。

どこの⇒請求明細、サービス提供実績記録票
なにに⇒受給者証番号、利用者負担額、等

どんな⇒

「エラー内容」に※、▲、★があるものは「警告」です。
支給決定内容は、本市受給者については、毎年誕生日月
の翌月に更新されますので必ず確認してください。
体制届の対象となる加算については、オンラインで事業所
登録と提出した体制届が一致しているかを確認してくださ
い。
過年度提供分を遡って請求する場合、当該年度の基準等
が適用されます。地域区分の見直し、一元化、報酬改定等
がありましたので、注意してください。 50







税源移譲に伴う対応について
障害福祉サービス等の利用者負担額は、市民税所得割額を用いて、そ
の判定を行っていますが、平成 29 年度税制改正において、県費負担教
職員の給与負担事務が道府県から指定都市へ移譲されることに伴い、神
奈川県から本市へ市民税所得割額の税率２％相当分が、平成 30 年度分
より移譲されました。

※市民税・県民税を合計した税率（10％）の変更はありません。

障害児・者の障害福祉サービス等の利用者負担額の判定について

利用者負担額の判定については、税源移譲前の税率を用いて判定を

行うため、税源移譲により利用者負担額は変更しません。
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市民税： ６％ ⇒ ８％
県民税： ４％ ⇒ ２％

移譲前 移譲後

受給者手帳（例）

表紙 内容
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参考資料

参考資料①（サービス提供実績記録票）
サービス提供実績記録票の記載例です。

「様式１８－１」は、介護サービス包括型及び外部サービス利用型の共通様式です。

「様式１８－２」は、外部サービス利用型で受託居宅介護を利用した場合に必要となる様式です。

次の場所に掲載しています。

〇 障害福祉情報サービスかながわ（らくらく）＞書式ライブラリ＞３．川崎市からのお知らせ＞

１．「川崎市からのお知らせ」＞「１０．各種様式」＞ 「 ２．請求等に関する様式」＞ 「2018/06/14付け『サービス提供
実績記録票について』」

参考資料②（過誤申立・請求取下依頼書）
過誤申立書の記載例です。次の場所に掲載しています。

〇 「川崎市からのお知らせ」＞「１０．各種様式」＞ 「 ２．請求等に関する様式」＞ 「2018/07/11付け『過誤申立書（30
年08月受付分以降版』」
https://www.rakuraku.or.jp/shienhi/liblary/L_Result2.asp?scategory=126&category=105&topid=3 
参考資料③（市単独加算関連）
市単独加算のサービスコード表及びその案内、請求情報ＳＣＶ作成エクセルシートの作成例です。前者は、次の
場所に掲載しています。

〇 障害福祉情報サービスかながわ（らくらく）＞書式ライブラリ＞３．川崎市からのお知らせ＞１０．各種様式（請求、
事故報告関連）＞２．請求等に関する様式＞2018/04/26付け「平成３０年度共同生活援助サービスコード」

https://www.rakuraku.or.jp/shienhi/liblary/L_Result2.asp?scategory=126&category=105&topid=3

57

平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定について

障害福祉サービス等報酬改定に関すること

厚生労働省ＨＰ＞政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 > 平
成30年度障害福祉サービス等報酬改定について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214.html
※省令、告示、通知、事務連絡及びQ&Aが掲載されています。
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集団指導

障害者虐待防止法への対応について

平成３０年９月２６日・２７日・２８日

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課

川崎市の障害者虐待対応の体制
（市町村虐待防止センター）



■川崎市における障害者虐待の担当所管課

養護者虐待

施設虐待 使用者虐待

川崎区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
大師地区健康福祉ステーション（精神障害を除く）
田島地区健康福祉ステーション（精神障害を除く）
幸区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
中原区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
高津区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
宮前区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
多摩区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
麻生区役所保健福祉センター障害者支援担当部署

健康福祉局障害保健福祉部障害計画課健康福祉局障害保健福祉部障害計画課

健康福祉局障害保健福祉部障害福祉課

健康福祉局障害保健福祉部精神保健課

■川崎市における実施内容

【市町村虐待防止センターの運営】

（１）虐待対応スキームの構築・運用（通報受理から支援・終結まで）

（２）障害者虐待防止および養護者支援に関する広報・啓発
○障害者虐待防止リーフレットの発行
○障害者虐待対応マニュアルの発行

養護者による障害者虐待への対応

障害福祉施設従事者等による障害者虐待への対応

使用者による障害者虐待への対応



■障害者虐待防止等のスキーム

川崎市の市町村虐待防止センターでの対応の流れは以下のとおり

市(区)への直接通報・届出
（対面相談・電話）

川崎市虐待通報ダイヤル

相談支援センター
への

通報・届出

通報

本人

もしくは

虐待の
疑いに
気付いた人

虐待の
疑いに
気付いた人

本人

相談支援センター
での

相談受付票起票

通
報
受
理
の
判
断

担当所管課による
コアメンバー会議の実施

緊急性の判断
(コアメンバー会議)

緊
急
性
の
確
認

事
実
確
認

方
針
の
決
定

安
全
確
認
・
事
実
確
認
の
実
施

支援の計画・実行
（個別ケース会議）

担当所管課による
個別ケース会議の実施

虐
待
事
実
の
確
認

支
援
方
針
・
内
容

の
決
定

各
機
関
の
役
割
の

を
決
定

支
援
（
働
き
か
け
）
の
実
行

初期判断 ＝ 直ちに行う

養護者による障害者虐待への対応
障害福祉施設従事者等による障害者虐待への対応

使用者による障害者虐待への対応 労働局・労働基準監督署対応

■川崎市障害者虐待通報ダイヤル

障害者の虐待にかかわる通報や届出は

「川崎市障害者虐待通報・受付専用ダイヤル又は専用ＦＡＸ」



事業所における
虐待防止の取り組みの推進

■障害者虐待防止法と施設従事者

関係者
・ 障害福祉施設、学校、医療機関、保健所、障害者福祉関係団体
・ 障害者福祉施設従事者等、学校の教職員、医師、歯科医師、保健師、
弁護士、使用者 等

これらの関係者は、国及び地方公共団体が講ずる施策に協力するよう
努めなければならない（第6条第3項）。

障害者虐待の防止等に対する各主体の責務等

障害者福祉施設の設置者等
障害福祉施設従事者等の研修の実施、苦情処理体制の整備など障害者福祉施設

従事者等による虐待の防止等のための措置（第15 条）



■施設従事者向け虐待対応手引き

主な変更点（Ｈ３０．６ ）
（１）障害者虐待の事案に 証拠隠滅罪の罪に問われた事例を追記

（Ｐ６、Ｐ１０）
（２）障害者福祉施設従事等による障害者虐待の「障害者福祉施設等」に新

サービスを追記（ Ｐ７）
（３）刑法の改正で「強姦罪・準強姦罪」が「強制性交等罪・準強制性交等

罪」に変更となり、それに伴う取扱の変更を追記 （Ｐ７ Ｐ８）
（４）平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定における短期入所の「定員

超過特例加算」の創設及びその期間は定員超過利用減算を適用しない
旨と、「緊急短期入所受入加算」の期間の拡充について追記

（Ｐ２３ ２４）
（５）「身体拘束廃止未実施減算」の新設について追記（Ｐ２６ Ｐ２７）
（６）社会福祉法の改正による変更点を修正（Ｐ４４）

障害者福祉施設等における虐待の防止と対応手引き

■市内における虐待・権利擁護研修ご紹介

神奈川県障害者虐待防止・権利擁護研修
概要 
厚生労働省 障害者虐待防止・権利擁護事業として実施する指導者養成研修（例年７月 ８月実施）の伝達研修
（Ｈ２９実施内容）
平成２９年１２月８日・１８日（カリキュラムは次のスライド参照）※募集は１０月上旬頃
＜設置コース＞
・障害者福祉施設等設置者・管理者コース
・障害者虐待防止マネージャーコース

障施協権利擁護推進委員会職員研修会【特定非営利活動法人川崎市障害福祉施設事業協会主催】
平成３０年度実施内容
平成３０年７月２０日 新任職員研修（テーマ 支援における”不適切行為”をなくすために）
平成３０年９月２１日 課題別研修（テーマ 子供の権利擁護、より良い支援をするために）
平成３０年１２月６日 中堅職員研修（テーマ 未定）

強度行動障害支援者養成研修【基礎研修】（川崎市強度行動障害支援力向上研修）【川崎市】
平成３０年度第１回 ７月１０日・１１日 募集時期 ５月中
平成３０年度第２回 ２月２０日・２１日（予定） 募集時期 １２月予定



付録
虐待統計

（全国・神奈川県・川崎市）



平成２８年度 都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）

・上記は、平成28年4月１日から平成29年3月31日までに虐待と判断された事例を集計したもの。
・カッコ内については、前回調査(平成27年4月1日から平成28年3月31日)のもの。
・都道府県労働局の対応については、「平成28年度使用者による障害者虐待の状況等」（平成29年7月26日公
表）のデータを引用。（「虐待判断件数」は「虐待が認められた事業所数」と同義。）

【調査結果（全体像）】

養護者による
障害者虐待

障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待

使用者による障害者虐待

（参考）都道府県労働局の対応

市区町村等への
相談・通報件数

4,606件
（4,450件）

2,115件
（2,160件）

745件
（848件） 虐待判断

件数
581件
（591件）市区町村等による

虐待判断件数
1,538件
（1,593件）

401件
（339件）

被虐待者数 1,554人
（1,615人）

672人
（569人） 被虐待者数 972人

（1,123人）

■全国虐待通報統計

平成２８年度 障害者虐待対応状況調査＜障害者福祉施設従事者等による障害者虐待＞

相談
通報
2,115件

市区町村

主な通報
届出者内訳

●本人による届出
(18.9%)

●当該施設・事業
所職員 (16.8%)
●家族・親族

(14.5%)
●設置者・管理者

(9.9%)
●相談支援専門員

(9.3%)

1,803件
障害者総合支援法等
による権限行使等※3
障害者総合支援法等
による権限行使等※3

・ 施設等に対する指導 283件
・ 改善計画提出依頼 179件
・ 従事者への注意・指導 134件

市区町村による指導等

・ 報告徴収・出頭要請・質問・
立入検査 184件
・ 改善勧告 45件
・ 改善命令 1件
・ 指定の全部・一部停止 3件
・ 指定取消※4 7件
・ 都道府県・政令市・中核市等
による指導 190件

障害者総合支援法等
による権限の行使等

都道府県

虐待の事実
が認められ
た事例

被虐待者
672人※1
虐待者
456人※2

13件

更に都道府県において事
実確認を行った事例で虐
待事実が認められた事例

13件

都道府県調査により
虐待の事実が認められ
た事例 18件

13件

18件

401件

●性別
男性（73.2%）、女性（26.8%）

●年齢
30～39歳以上（20.0%）、 40～49歳（19.3%）
60歳以上（19.3%）

●職種
生活支援員 （40.1%）
その他従事者（11.4%）
管理者 （7.7%）
世話人（7.5%）
指導員（6.6%）

●性別 男性（64.3%）、女性（35.7%）
●年齢
20～29歳（20.1%）、40～49歳（ 18.9%）
～19歳（13.5%）、30～39歳（13.2%） 、
●障害種別（重複障害あり）

●障害支援区分のある者 （58.9%）
●行動障害がある者 （21.3%）

虐待者（456人） 被虐待者（672人）

※１ 不特定多数の利用者に対する虐待のため被虐待障害者が特定できなかった
等の6件を除く395件が対象。

※２ 施設全体による虐待のため虐待者が特定できなかった20件を除く381件が対象。
※３ 平成28年度末までに行われた権限行使等。
※４ 指定取消は、虐待行為のほか人員配置基準違反や不正請求等の違反行為等
を理由として行ったもの。

239件（連絡）

312件

事実確認調査を行った
事例 （107件）

＊平成27年度に通報・届出があった事案3件を含む
＊監査・実地指導等により判明した事案9件を含む

＊平成27年度に通報・届出があった事案77件を含む

うち、さらに都道府県による事実確認
調査が必要とされた事例 26件

事実確認調査 （2,119件）

事実確認調査を行った事例 1,742件

うち、虐待の事実が認められた事例
421件

うち、都道府県へ事実確認調査を
依頼した事例 14件

事実確認調査を行わなかった事例 377件

40件

370件

障害者虐待が認められた事業所種別

身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 難病等

14.4% 68.6% 11.8% 3.6% 0.7%

教育・知識・介護技術等に関する問題 65.1%
倫理観や理念の欠如 53.0%
職員のストレスや感情コントロールの問題 52.2%
虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 22.0%
人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 22.0%

市区町村等職員が判断した虐待の発生要因（複数回答）

虐待行為の類型（複数回答）

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 放棄、放置 経済的虐待

57.1% 12.0% 42.1% 6.5% 9.5%

 件数 構成割合
障害者支援施設 99 24.7%
居宅介護 10 2.5%
重度訪問介護 4 1.0%
療養介護 3 0.7%
生活介護 48 12.0%
短期入所 9 2.2%
自立訓練 2 0.5%
就労移行支援 7 1.7%
就労継続支援Ａ型 26 6.5%
就労継続支援Ｂ型 52 13.0%
共同生活援助 76 19.0%
一般相談支援事業所及び特定相談支援事業所 2 0.5%
移動支援事業 8 2.0%
地域活動支援センターを経営する事業 6 1.5%
児童発達支援 4 1.0%
医療型児童発達支援 2 0.5%
放課後等デイサービス 42 10.5%
合計 401 100.0%



■神奈川県の虐待通報統計

※出典 平成29年12月27日神奈川県記者発表資料

■川崎市内における障害者虐待統計①

平成２７年 平成２８年

通報 認定 通報 認定

養護者による障害者虐待 ２５ １８ ４２ ２２

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 ２２ ２ ２３ １

使用者による障害者虐待 １ - ２ -

合計 ４８ ２０ ６７ ２３

障害者虐待種別

※川崎市の使用者虐待統計は市にて受理したもののみ。認定判定は県への通報義務に留まるため集計の対象外とする。



■川崎市内における障害者虐待統計②

養護者虐待

本人による届出

主たる障害が身体障害の者 1
主たる障害が知的障害の者 1
主たる障害が精神障害（発達障害を除く）の者 3
主たる障害が発達障害の者 0
主たる障害が難病の者 0
主たる障害がその他の者 1
主たる障害は不明の者 0

家族・親族 1
近隣住民・知人 0
民生委員 0
医療機関関係者 2
教職員 0
相談支援専門員 10
施設・事業所の職員 10
虐待者自身 0
警察 4
当該市区町村行政職員 1
介護保険法に基づく居宅サービス事業等従事者等 5
成年後見人等 1
その他 （同じ施設の利用者、職場の上司） 2
合計 42

施設虐待
本人による届出 1
家族・親族 6
近隣住民・知人 2
民生委員 0
医療機関関係者 0
教職員 0
相談支援専門員 6
他の施設・事業所の職員 2
当該施設・事業所職員 0
当該施設・事業所元職員 1
当該施設・事業所設置者・管理者 2
当該施設・事業所利用者 0
当該施設・事業所で受け入れをしている実習生 0
当該市町村行政職員 1
警察 0
運営適正化委員会 （社会福祉法第83条） 0
介護保険法に基づく居宅サービス事業等従事者等 0
成年後見人等 0
その他（匿名） 2
合計 23

＜相談・通報・届出の内訳（平成２８年度）＞

■川崎市内における障害者虐待統計③

養護者虐待の本人と虐待者の続柄
（虐待認定された２２件の内訳）

父 5
母 3
夫 0
妻 1
息子 3
娘 0
息子の配偶者（嫁） 0
娘の配偶者（婿） 0
兄弟 3
姉妹 3
祖父 0
祖母 0
その他 ※ 4
合計 22

施設虐待の対象施設
（事実確認の調査対象となった２３件内訳）

障害者支援施設 2
のぞみの園 0
居宅介護 0
重度訪問介護 0
同行援護 0
行動援護 0
療養介護 0
生活介護 7
短期入所 1
重度障害者等包括支援 0
自立訓練 0
就労移行支援 0
就労継続支援Ａ型 0
就労継続支援Ｂ型 2
共同生活援助 8
一般相談支援事業及び特定相談支援事業 0
移動支援事業 0
地域活動支援センターを経営する事業 0
福祉ホームを経営する事業 0
児童発達支援 0
医療型児童発達支援 0
放課後等デイサービス 3
保育所等訪問支援 0
障害児相談支援事業 0
合計 23

※ 婚姻関係のない同居人、従兄弟、同居している
母親の内縁の夫、母親の交際相手等

＜虐待者に関する統計情報（平成２８年度）＞



■川崎市内における障害者虐待統計④

＜養護者虐待における障害種別と虐待類型
関する統計情報（平成２８年度）＞

※重複回答を含む

身体的
虐待 性的虐待 心理的

虐待 ネグレクト 経済的
虐待 合計

身体障害 6 0 4 1 0 11

知的障害 7 2 1 4 2 16

精神障害 5 0 2 0 0 7

発達障害 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

合計 18 2 7 5 2 34

障害種別

虐待類型

■平成２９年度障害者虐待通報ダイヤル通報統計

2．各項目別受付状況

養護者による虐待 9 0 5 2 1 17 0 0 0 0 0 0 5 0 6 0 0 1 12 0

障がい者福祉施設従事者による虐待
5 0 3 5 1 14 2 1 0 1 0 0 6 1 2 0 0 1 14 0

使用者による虐待
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 3 0 2 1 0 6 1 1 0 0 0 0 0 0 3 1 0 0 6 0

計
17 0 10 8 2 37 3 2 0 1 0 0 11 1 11 1 0 2 32 0

川崎区 2 0 1 0 0 3 1 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 5 10 0 0

大師地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

田島地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

幸区 3 0 3 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 1 5 3 0 0

中原区 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 7 0 0

高津区 2 0 1 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 2 0 0

宮前区 4 0 1 0 1 6 0 0 0 0 0 0 3 0 1 0 0 0 4 6 0 0

多摩区 0 0 1 2 0 3 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 7 0 0

麻生区 2 0 1 0 0 3 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 3 23 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

不明 1 0 1 4 1 7 2 1 0 1 0 0 2 1 0 0 0 1 8 29 15 0

計
15 0 9 7 2 33 3 2 0 1 0 0 11 1 9 1 0 2 30 88 16 0
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計画相談支援の拡充

平成３０年９月２６・２７・２８日

川崎市 健康福祉局 障害計画課

地域支援・療育係

1

平成３０年度
川崎市指定障害福祉サービス事業者等集団指導

計画相談支援の位置づけ

2

2

平成２７年４月以降、障害福祉サービス及び障害児

通所支援を利用する場合には、サービス等利用計画・

障害児支援利用計画（以下「サービス等利用計画」と

いいます。）を必ず作成することとなりました。

このため、川崎市内においても指定特定相談支援事

業所・指定障害児相談支援事業所（以下「指定特定相

談支援事業所等」といいます。）の拡充が喫緊の課題

となっています。

ぜひ、指定特定相談支援事業所等の開設および相談

支援専門員の拡充について、ご検討ください。



研修の修了

５年ごとに

相談支援従事者

現任研修

を修了

相談支援専門員
として配置

実務経験

障害者の保健・医療・福
祉・就労・教育の分野にお
ける直接支援・相談支援
などの業務における実務
経験（３～１０年）

相談支援従事者

初任者研修

を修了

相談支援専門員の業務内容と要件

相談支援専門員の業務内容

○基本相談支援

・障害者・障害児等からの相談

○計画相談支援

・サービス利用支援（サービス等利用計画）

・継続サービス利用支援（モニタリング）

【相談支援専門員の要件】

3

川崎市
人材育成ビジョン

 私たちがめざす相談支援従事者像 

当事者である本人を中心に考える
ことのできる、

当事者にとって身近な存在



見直し後
３０年４月 ３０年１０月 

新規サービス利用者 １月間
※利用開始から３月のみ

在
宅
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

障
害
児
通
所
支
援

等

集中的支援が必要な者 １月間
【新サービス】
就労定着支援、自立生活援助、
日中サービス支援型共同生活援助

３月間

居宅介護、行動援護、同行援護、
重度訪問介護、短期入所、就労移行支援、
自立訓練

6月間 ３月間

生活介護、就労継続支援、共同生活援助
（日中支援型を除く）、地域移行支援、
地域定着支援

6月間 ３月間

障害児通所支援
【施設入所等】障害者支援施設、のぞみの園、療養
介護入所者、重度障害者等包括支援

6月間

２ 平成30年10月1日以降に、計画再作成（又は変更）を行う対象者から順次、実施。

１ 利用者によって柔軟に設定することを原則とし、サービス等利用計画等の定期的な検証（モニ
タリング）の標準期間について、利用者との関係性の構築など支援の必要性の観点から標準期間の
一部を見直し、モニタリングの頻度を高める。

川崎市における計画相談支援モニタリング実施標準期間の取り扱い
（平成３０年１０月１日 ）

３ 従来のモニタリング報告書とともに、チェック方式のモニタリング報告書を導入。

関係性
の構築

計画相談支援モデル報酬シミュレーション

6

担当件数５５件で算定

計画相談、モニタリング（３月間）、初回加算（１割）、モニタリング等加算、研修体制加算

平成２９年度（特定加算なし） 35,000円/１人 1,930,000/年

平成３１年度（特定加算なし） 70,000円/１人 3,840,000/年

平成３０年度（特定加算なし） 75,000円/１人 4,130,000/年

平成３1年度（特定加算Ⅳ） 80,000円/１人 4,380,000/年

平成３０年度（特定加算Ⅳ） 85,000円/１人 4,680,000/年



相談支援専門員の研修制度の見直しについて

相談支援従事者
実務要件

相談支援従事者
初任者研修
（３１．５ｈ）

相談支援従事者

現任研修（１８ｈ）
※５年毎に現任研修を受講

（更新研修）

【カリキュラム改定】
相談支援従事者
初任者研修
（４２．５ｈ）

専門コース別研修 （任意研修）

専門コース別研修（任意研修）
※一部必須及び現任・主任研修受講の要件について検討

現行（～平成30年度）

相談支援
専門員
として配置

相談支援従事者
実務要件

改定後（平成31年度～）

【カリキュラム創設】
主任相談支援専門員

研修（３０ｈ）

主任相談支援
専門員
として配置

相談支援専門員
としての要件更新

【カリキュラム改定】
相談支援従事者
現任研修（２４ｈ）

※５年毎に現任研修を受講
（更新研修）

○ 意思決定支援への配慮、高齢障害者への対応やサービス等利用計画の質の向上、障害福祉サービス支給決定の適正化等を図り、質の高いケ

アマネジメントを含む地域を基盤としたソーシャルワークを実践できる相談支援専門員を養成するため、現行のカリキュラムの内容を充実する。

○ 実践力の高い相談支援専門員養成のために、実践の積み重ねを行いながらスキルアップできるよう、現任研修（更新研修含む）の受講に当たり、

相談支援に関する一定の実務経験の要件(注)を追加。 （※旧カリキュラム受講者は初回の更新時は従前の例による。）

○ さらに、地域づくり、人材育成、困難事例への対応など地域の中核的な役割を担う専門職を育成するとともに、相談支援専門員のキャリアパスを

明確にし、目指すべき将来像及びやりがいをもって長期に働ける環境を整えるため、主任相談支援専門員研修を創設。

相談支援
専門員
として配置

相談支援専門員
としての要件更新

一定の実務経験の要件(注)
（現任研修は①、更新研修は①又は②のいずれかに該当する場合）
①過去５年間に２年以上の相談支援の実務経験がある
②現に相談支援業務に従事している

7

1人当たりの支援件
数に大きなバラツキ

○ 計画相談支援・障害児相談支援の利用プロセスは下図のとおりとなっているが、
①一律的に標準期間に沿ったモニタリング期間を定めている市町村が多いこと（６ヶ月に１度が５割超）、
②相談支援専門員1人当たりの支援件数に大きなバラツキがあること（担当件数の1月平均は13.5件。50件以上担当している者も存在）、
③事業所の質の評価として特定事業所加算が存在するが、個々の支援に着目した加算は存在しないこと
が課題となっていることから、これらに着目した見直しを行う。

【利用プロセスのイメージ】

計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価①

利用者（保護者）

相談支援専門員

相談支援事業者

計画案を勘案し、支給
量及びモニタリング期

間を決定

市町村

①計画の作成

③モニタリング

②計画の提出

報酬の支払い

支援の必要性の観点から標準期間の一部を見直
し、モニタリングの頻度を高める。
※見直し後の期間適用には経過措置を実施
サービス事業者から利用状況について情報提供。
市町村によるモニタリング結果の抽出と内容検
証。

（３月間・６月間）

（６月間・１年間）

サービスの質の標準化を図る観点から、1人の
相談支援専門員が担当する一月の標準担当件
数（35件）を設定。
標準件数を一定程度超過（40件以上）する場
合の基本報酬の逓減制を導入。

35件50件以上 35件

①モニタリング実施標準期間の見直し ②相談支援専門員１人あたりの
標準担当件数の設定

8

一律の標準期間に
沿った期間

平成３０年度制度改正の概要（相談支援）



質の高い支援を実施した場合に、支援の専門性と業務負担を評価。

支援の質の向上と効率化を図るために特定事業所
加算を拡充。
• より充実した支援体制を要件とした区分を創設。
• 事業者が段階的な体制整備を図れるよう、現行の
要件を緩和した区分を一定期間（3カ年）に限り設ける。

※相談支援専門員等の手厚い配置等を評価する加算

計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価②

① ④の見直しを踏まえ、一定程度適正化
※ 障害児相談支援は見直しを行わない
※ 新単価の適用には経過措置を実施

新基本報酬

 加算
④加算

旧基本報酬

・サービス利用支援費 1,611単位／月 1,458単位／月
・継続サービス利用支援費 1,310単位／月 1,207単位／月

○ 初回加算（計画相談支援に今回創設） 300単位／月
○ 退院・退所加算 200単位／回
・退院・退所後の地域生活への移行に向けた医療機関等との連携を評価
○ 居宅介護支援事業所等連携加算（計画相談支援のみ） 100単位／月
・利用者が介護保険サービスの利用へ移行する場合に、居宅介護支援事業所等に
対し、居宅サービス計画等の作成に協力

専門性の高い支援を実施できる体制を整備し、公表している場合に評価。
○ 行動障害支援体制加算 35単位／月
・ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を配置

○ 要医療児者支援体制加算 35単位／月
・ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を配置

○ 精神障害者支援体制加算 35単位／月
・ 地域生活支援事業による精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修等を
修了した相談支援専門員を配置

【加算Ⅳ】
150単位／月

【加算Ⅲ】
300単位／月

【加算Ⅰ・Ⅱ】
400・500単位／月

常勤かつ専従の相談支援専門員２名以上
１名は現任研修修了者
２４時間連絡体制は不要 等

常勤かつ専従の相談支援専門員３名以上
１名は現任研修修了者
２４時間連絡体制の確保 等

常勤かつ専従の相談支援専門員４名以上
１名は主任相談支援専門員（加算Ⅰ）
１名は現任研修修了者（加算Ⅱ）
２４時間連絡体制の確保 等

③特定事業所加算の拡充 ④高い質と専門性を評価する加算の創設

⑤計画相談支援の基本報酬の見直し

9
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